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(2023年 12月 1日受理) 
 

2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波に起因した東京電力福島第一原
子力発電所事故によって、大量の放射性物質が周辺環境に飛散した。事故直後より、放射線の分

布を迅速かつ広範囲に測定する手法として、航空機等を用いた空からの測定方法が適用されてい

る。日本原子力研究開発機構では、有人ヘリコプターを使用した航空機モニタリングを福島第一

原子力発電所周辺において継続的に実施してきた。本報告書では、令和 4年度に実施した福島第
一原子力発電所周辺におけるモニタリング結果について取りまとめると共に、過去のモニタリン

グ結果から空間線量率等の変化量を評価し、その変化要因について考察した。また、航空機モニ

タリングによる空間線量率の換算精度向上に資するために、航空機モニタリングデータを用いて

地形の起伏を考慮に入れた解析を行った。地形の起伏を考慮に入れる前後での解析結果を比較し、

本手法による精度向上効果を評価した。さらに、空気中のラドン子孫核種の弁別手法を測定結果

に適用して、空気中のラドン子孫核種が航空機モニタリングに与える影響について評価した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本調査研究は、日本原子力研究開発機構が原子力規制庁との委託契約により実施した「令和 4年

度原子力施設等防災対策等委託費及び放射性物質測定調査委託費 (80 km 圏内外における航空機

モニタリング) 事業」の成果をとりまとめたものである。 
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By the accident at Tokyo Electric Power Company’s (TEPCO’s) Fukushima Daiichi Nuclear Power 

Station (FDNPS), caused by tsunami triggered by the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, a 
large amount of radioactive material was released into the surrounding environment. After the accident, 
Airborne Radiation Monitoring (ARM) via manned helicopter has been applied as a method to quickly and 
extensively measure the distribution of radiation. Japan Atomic Energy Agency (JAEA) has continuously 
conducted ARM via manned helicopter around FDNPS. In this report, we summarize the results of the ARM 
around FDNPS in the fiscal year 2022, evaluate the changes of ambient dose rates and other parameters 
based on the comparison to the past ARM results, and discuss the causes of such changes. In order to 
contribute to improve the accuracy of ambient dose rate conversion, we analyzed the ARM data taking into 
account undulating topography, and evaluated the effect of this method. Furthermore, the effect of radon 
progenies in the air on the ARM was evaluated by applying the discrimination method to the measurement 
results. 
 
 
 
 
 
 
Keywords: Aerial Radiation Monitoring, Fukushima Daiichi Nuclear Power Station, Radiocesium 

 

This report summarized results that Japan Atomic Energy Agency carried out as commissioned business on 
"the projects of the radiation monitoring using manned helicopter around the Fukushima Daiichi Nuclear 
Power Station" of the Nuclear Regulation Authority in the fiscal year 2022.   
＋1 Nuclear Safety Research Center 
＊1 NESI Inc.  
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1. はじめに 

 

短時間で広域のモニタリングを実施する方法の一つとして、有人のヘリコプターを用いた航空

機モニタリング (Aerial Radiation Monitoring: ARM) が挙げられる。航空機モニタリングによる放

射線の測定及びマッピングは、1979 年に発生したスリーマイル島原子力発電所事故や 1986 年に

発生したチョルノービリ原子力発電所事故を契機とし、環境中の地表面に沈着した人工放射性核

種を迅速に検出するための手法として、ウラン探査の技術をベースに開発されてきた 1)。現在、

米国ではエネルギー省 (以下、DOE) を中心に多数の航空機モニタリングの機器を所有しており、

核実験場等の計測等で培った経験を基に緊急時における運用方法が整備されている 2),3)。また欧

州では、スコットランド大学連合環境放射能研究所 (Scottish Universities Environmental Research 

Centre: SUERC) を中心に、チョルノービリ原子力発電所事故後に各国運用されている航空機モニ

タリングのシステムを一か所に集め比較測定を実施することにより、データフォーマットや解析

手法の標準化を行っている 4)。 

我が国でも航空機モニタリングは、1979 年に起きたスリーマイル島原子力発電所事故以来、

旧日本原子力研究所 (現国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 (以下、原子力機構) ) を中心

に開発が進められてきた。1980 年から 5 年間にわたって航空機 γ 線サーベイシステム (Aerial 

Radiological Survey and Assessment System: ARSAS) が開発され、基本的な航空機モニタリングの

方法が確立された 5),6)。また、原子力災害時における空気中の放射性プルームの評価を目的とし、

ガス状の放射性物質を航空機モニタリングで測定する際の換算係数がシミュレーション計算によ

り求められた 7)。その後、航空機モニタリングの技術は、 公益財団法人原子力安全技術センター 

(以下、NUSTEC) に引き継がれ、原子力防災における放射線分布を早期に計測するツールとして

整備されてきた 8)。しかしながら実態としては、東京電力福島第一原子力発電所 (以下、福島原

子力発電所) 事故当時、我が国において、航空機モニタリングは環境放射線モニタリング指針 9)

で原子力防災時に実施するように位置づけられてはいたものの、広範囲の測定に対応できるデー

タ取得方法やデータ解析方法について、ルーチンベースで整備されていたとは言い難かった。 

2011年 (平成 23年) 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に起因して、福島原子力発電所事故が発

生し、周辺環境に放射性物質が広く拡散したため、その影響を評価することが急務となり、航空

機モニタリングが実施されることとなった。福島原子力発電所から半径 80 km圏内において航空

機モニタリングが DOEと文部科学省 (以下、文科省) により 2011年 (平成 23年) 4月 6日から開

始され 10)-12)、当該事業は 2013年度(平成 25年度)に原子力規制庁 (以下、規制庁) に移管され、モ

ニタリング結果は規制庁のホームページで公開されている 13)。 

原子力機構をはじめとした航空機モニタリングの経験のある研究機関や企業などが集結し、

DOE の手法をベースに福島原子力発電所事故の状況や急峻な地形が多いという日本独特の環境

を加味して、航空機モニタリングの測定及び評価手法の最適化を図ってきた。これら蓄積した測

定及び解析技術を基に、大規模な原子力災害における我が国初の日本全域の航空機モニタリング

を 2011年 (平成 23年) から 2012年 (平成 24年) にかけて行った 12)。当時作成した福島原子力発

電所周辺における空間線量率マップや地表面における放射性セシウム (以下、放射性 Cs) の沈着

量マップは、避難指示区域設定の基礎資料となった他、様々なメディアや研究に活用された 14)。
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また、事故直後に実施された福島原子力発電所周辺の海上における航空機モニタリングデータを

再解析し、事故直後の海上における I-131や放射性 Csの降下量マップを再構築し、シミュレーシ

ョンと比較した例も報告されている 15)。いずれの例も、福島原子力発電所事故後における航空

機モニタリングによるデータ取得の有効性及び得られる情報量の多さを示している。 

本報告書では、2022年度 (令和 4年度) に行った福島原子力発電所から 80 km圏内外における

航空機モニタリングの結果について報告する。2022 年度 (令和 4 年度) における福島原子力発電

所から 80 km圏内における航空機モニタリングを「第 17次モニタリング」、80 km圏外における

航空機モニタリングを「東日本第 13 次モニタリング」と呼称する。また、航空機モニタリング

による空間線量率の評価のさらなる高度化を目的とし、地形の起伏を考慮した場合に空間線量率

の計算結果に及ぼす影響について、第 17 次モニタリングのデータを用いて、地上測定値を指標

として定量的評価を行ったさらに、東日本第 13 次モニタリングのデータを用いて、大気中のラ

ドン子孫核種に起因する γ線を弁別除去することで地表面の放射性核種に起因する γ線による空

間線量率マップを作成した。 
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2. 福島原子力発電所事故に係る航空機モニタリングの経緯 

 

福島原子力発電所事故発生後に実施された航空機モニタリングの一連のスケジュールと実績に

ついて Table 2-1及び Fig. 2-1に示す。本報告では、これら一連の福島原子力発電所周辺における

航空機モニタリングを「本事業」と総称する。本事業では、2011年 (平成 23年) 3月 25日に文科

省によりプレス発表された「文部科学省航空機モニタリング行動計画 16)」に則り、同年 4月 6日

から文科省が主体となり DOEの協力を得て (測定: NUSTEC)、「第 1次モニタリング」として福

島原子力発電所から 80 km圏内におけるモニタリングを開始した。また、同年 5月 18日から「第

2次モニタリング」として福島原子力発電所から 80 km～100 km圏をモニタリングした。その後、

同年 5月 31日に開始された「第 3次モニタリング」からは原子力機構が加わって、福島原子力

発電所から 80 km圏内のモニタリングを実施した。さらに、福島原子力発電所から 100 km圏外

にも放射性物質が拡散していることが予想されたため、同年6月22日から福島周辺県の宮城県、

栃木県、茨城県を対象にモニタリングを実施した後、同年 8月 2日から、文科省委託事業である

「広域環境モニタリングのための航空機を用いた放射性物質拡散状況調査」として、原子力機構

が主体となり東日本全域の航空機モニタリング「東日本第 1次モニタリング」を実施した。その

後、福島原子力発電所から 80 km圏内のモニタリングを同年 10月 22日から「第 4次モニタリン

グ」として実施した。また、本事業を拡大する形で、2012年 (平成 24年) 1月 30日からは、北海

道から沖縄までの上記以外の地域における航空機モニタリング「西日本・北海道モニタリング」

を実施した。同年 2月 6日からは、「警戒区域及び計画的避難区域における航空機モニタリング 

(第 4.5次) 」として実施した。 

2012年度 (平成 24年度) は、それまでのデータに基づき、福島原子力発電所事故の影響が見ら

れる地域に限定し、航空機モニタリングを継続した。空間線量率の比較的高い場所 (0.2 μSv/h以

上) で福島原子力発電所から 80 km圏内を除く地域を対象に、2012年 (平成 24年) 4月 2日から

「東日本第 2次モニタリング」を実施し、同年 10月 31日から「東日本第 3次モニタリング」を

実施した。80 km圏内については、同年 6月 22日及び 10月 31日から「第 5次モニタリング」及

び「第 6次モニタリング」をそれぞれ実施した。さらに、2013年 (平成 25年) 3月 4日には「警

戒区域及び避難指示区域における航空機モニタリング (第 6.5次) 」を実施した。 

2013年度 (平成 25年度) には本事業の主体が文科省から規制庁に移管され、福島原子力発電所

から 80 km圏内について 2013年 (平成 25年) 8月 27日及び 11月 2日から「第 7次モニタリング」

及び「第 8次モニタリング」をそれぞれ実施した。また、同年 9月 3日から空間線量率の比較的

高い場所 (0.2 μSv/h以上) で福島原子力発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 4次モニタリン

グ」を実施した。同年度の結果については、眞田他 (2014)17)に詳しく報告されている。 

2014年度 (平成 26年度) は、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2014年 (平成 26年) 9

月 1日から「第 9次モニタリング」を実施した。また、2014年 (平成 26年) 9月 21日より福島原

子力発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 5次モニタリング」を実施した。同年度の結果に

ついては、眞田他 (2015)18)に詳しく報告されている。 

2015年度 (平成 27年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2015年 (平成

27年) 9月 12日から「第 10次モニタリング」を実施した。また、同年 10月 2日から福島原子力
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発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 6次モニタリング」を実施した。さらに、バックグラ

ウンド空間線量率の把握を目的として、九州電力川内原子力発電所周辺の航空機モニタリングを

実施した (別事業)。同年度の結果については、眞田他 (2016)19) に詳しく報告されている。 

2016年度 (平成 28年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2016年 (平成

28年) 9月 14日から「第 11次モニタリング」を実施した。また、同年 10月 15日から福島原子

力発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 7次モニタリング」を実施した。さらに、別事業に

おいてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、関西電力大飯発電所並びに高浜発電所

周辺及び四国電力伊方発電所周辺の航空機モニタリングを実施した。同年度の結果については、

眞田他 (2018)20),21)に詳しく報告されている。 

2017年度 (平成 29年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2017年 (平成

29年) 9月 9日から「第 12次モニタリング」を実施した。また、同年 9月 29日から福島原子力

発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 8次モニタリング」を実施した。さらに、別事業にお

いてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、北海道電力泊発電所、東京電力柏崎刈羽

原子力発電所及び九州電力玄海原子力発電所周辺の航空機モニタリングを実施した。同年度の結

果については普天間他 (2019)22),23)に詳しく報告されている。 

2018年度 (平成 30年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2018年 (平成

30年) 9月 6日から「第 13次モニタリング」を実施した。また、同年 10月 8日から福島原子力

発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 9次モニタリング」を実施した。さらに、別事業にお

いてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、中国電力島根原子力発電所及び中部電力

浜岡原子力発電所周辺の航空機モニタリングを実施した。同年度の結果については普天間他 

(2019)24),25)に詳しく報告されている。 

2019年度 (令和元年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2019年 (令和

元年) 8月 29日から「第 14次モニタリング」を実施した。また、同年 9月 18日から福島原子力

発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 10次モニタリング」を実施した。さらに、別事業に

おいてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、東北電力東通原子力発電所並びに日本

原燃六ヶ所再処理工場及び北陸電力志賀原子力発電所周辺の航空機モニタリングを実施した。同

年度の結果については普天間他 (2021)26),27)に詳しく報告されている。 

2020年度 (令和 2年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2020年 (令和 2

年) 8月 25日から「第 15次モニタリング」を実施した。また、同年 9月 22日から福島原子力発

電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 11 次モニタリング」を実施した。さらに、別事業にお

いてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、関西電力美浜発電所並びに日本原子力発

電敦賀発電所及び近畿大学原子力研究所並びに京都大学複合原子力科学研究所における研究用原

子炉周辺の航空機モニタリングを実施した。同年度の結果については普天間他 (2022)28), (2021)29)

に詳しく報告されている。 

2021年度 (令和 3年度) については、福島原子力発電所から 80 km圏内について 2021年 (令和 3

年) 8月 31日から「第 16次モニタリング」を実施した。また、同年 9月 26日から福島原子力発

電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 12次モニタリング」を実施した。さらに、別事業にお

いてバックグラウンド空間線量率データのアップデートを目的として、関西電力大飯発電所並び
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に高浜発電所周辺の航空機モニタリングを実施した。同年度の結果については普天間他 

(2023)30),31)に詳しく報告されている。 

このように、これまでの航空機モニタリングによって、日本全域の陸域における放射線量分布

の全体像を示すとともに、福島原子力発電所事故の影響の大きい地域については継続的に測定す

るなど、信頼できるデータを提供してきた。 

また、これらの継続的な航空機モニタリングと並行して、関連する技術開発を実施してきた。

Table 2-2 に航空機モニタリングに関連する技術開発の経緯について示す。2011 年度 (平成 23年

度) は基本的な航空機モニタリングの手法を確立し、2012年度(平成 24年度)はその手法をルーチ

ン的に利用できる解析システムを開発した。特に、地表面から 1 mの高さの空間線量率や地表面

における放射性 Cs の沈着量への換算パラメータについては、実際にデータを取得しつつ評価す

る必要があったため、得られた結果を基に考察し最適化を図った。また、バックグラウンドとな

る天然の放射線との識別方法に関するパラメータの設定には試行錯誤を重ねた 32),33)。さらに、

航空機モニタリングの換算手法は地表面が平面で空間線量率が一様であると仮定しているため、

山や谷などの地形が複雑な場所での精度が懸念されていたことから、地上の勾配を評価できるよ

うに 10 mメッシュの数値標高モデル (Digital Elevation Model: DEM) データの抽出ツールを開発し

た。本ツールにより、測定場所の直下に降ろした直線から 45°に降ろした直線と地表の交点内に

含まれる DEM データを抽出し、測定場所の平均的な地表の高度を知ることができるようになり、

測定場所の地形的勾配を評価できるようになった。 

2013年度 (平成 25年度) には、福島原子力発電所から 80 km圏内の谷や山地形等の特徴的な地

形の上空で航空機モニタリングデータを取得し、地形が航空機モニタリングデータに及ぼす影響

に関する知見を取得した。さらに、高度な解析技術として、鳥居他 34),35)は DOEが事故直後に実

施した航空機モニタリングデータの γ 線スペクトルをコベル法により再解析し、得られた I-131

のピーク面積からモンテカルロ計算コードにより地表面の沈着量に換算する手法を開発した。 

2014年度 (平成 26年度) には、NaI(Tl)シンチレーション式検出器 (以下、NaI(Tl)検出器) で取得

した γ 線スペクトルデータに関数フィッティング法を適用することにより、Cs-134 起源の 1,365 

keVと K-40起源の 1,461 keVの γ線を弁別する手法を開発した。本手法は、放出エネルギーの近

い人工放射性核種と自然放射性核種が形成する複合ピークの弁別に資するものであり、原子力発

電所事故直後に人工放射性核種及び自然放射性核種の空間線量率を切り分けて評価するのに特に

有用である。 

2015年度 (平成 27年度) には、空気中のラドン子孫核種に起因する γ線計数率をより適切に減

算することを目的として、空気中ラドン子孫核種から放出される γ線を計測するためのLaBr3(Ce)

シンチレーション式検出器 (以下、LaBr3検出器) を導入し、地表面から放出される γ線と空気中

ラドン子孫核種から放出される γ線とのレスポンス差を利用して両者を弁別する基礎的な手法を

構築した。本手法は 2016年度 (平成 28年度) に航空機モニタリングの解析システムに組み込むと

ともに、福島原子力発電所から 80 km 圏外の航空機モニタリングデータに適用した。また 2015

年度 (平成 27年度) は、放射線計測とともにレーザー測量及び写真測量データを積雪の前後で取

得し、積雪による放射線の減衰係数を評価した 36)。この手法により、事故直後に積雪があり放

射線が遮蔽された場合においても一定の精度で航空機モニタリングが可能になった。 
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2016 年度 (平成 28 年度) には、測位精度の向上がなされた当時最新の全球測位衛星システム 

(以下、GNSS) を用いて航空機モニタリングを行い、既存の GNSS の性能と比較評価するととも

に、測位精度が航空機モニタリングによる空間線量率の計算値に与える影響を評価した。 

2017年度 (平成 29年度) には、Ishizaki et al. (2017)37)が開発した地形の起伏を考慮して空間線量

率の計算値を補正する手法を航空機モニタリングに適用できるようにシステム化した。 

2018年度 (平成 30年度) には、地形の起伏を補正する手法を過去の航空機モニタリング結果に

適用し、地上測定値を指標として従来手法と比較することにより、空間線量率の計算精度向上に

ついて定量的な評価を実施した。 

2019 年度 (令和元年度) には、地形の起伏を補正する手法を既存の航空機モニタリング解析シ

ステムに組み込むとともに福島原子力発電所から 80 km圏内の航空機モニタリングデータに適用

し、地上測定値を指標として従来手法と比較することにより、空間線量率の計算精度向上を定量

的に評価した。 

2022年度 (令和 4年度) には、ArcGIS Desktop及び Python2系で動作していた航空機モニタリン

グ解析システムを ArcGIS Pro及び Python3系で動作するよう更新した。これにより、解析システ

ムの動作を高速化し、解析作業の更なる効率化を行った。 
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Table 2-1 航空機モニタリングの経緯 

(1/2) 

 

モニタリング名 測定場所 測定実施機関 解析実施機関 測定実施日 結果公表日

DOE
60 km圏内

NUSTEC
60 km～80 km圏内

第2次モニタリング
福島原子力発電所から
80 km～100 km圏内

NUSTEC NUSTEC
2011/05/18

～05/26
2011/06/16

JAEA, NUSTEC
40 km圏内
NUSTEC

40 km～80 km圏内

JAEA, NUSTEC
40 km圏内
NUSTEC

40 km～80 km圏内

西日本、北海道
モニタリング

近畿～沖縄、北海道
JAEA

NUSTEC
OYO

JAEA
NUSTEC

OYO

2012/01/30
～05/31

随時公表

警戒区域及び計画的避難
区域における航空機

モニタリング (第4.5次)

警戒区域及び
計画的避難区域

NUSTEC
JAEA

NUSTEC
2012/02/06

～02/10
2012/02/24

東日本第2次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
 (0 .2 µSv/h以上)

JAEA
NUSTEC

OYO

JAEA
NUSTEC

OYO

2012/04/02
～05/07

2012/09/28

第5次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JCAC
OYO

JCAC
NUSTEC

2012/06/22
～06/28

2012/09/28

第6次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JCAC
OYO

JCAC
NUSTEC

2012/10/31
～11/16

2013/03/01

東日本第3次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

NUSTEC JAEA
2012/10/31

～12/28
2013/03/01

警戒区域及び避難指示区
域における航空機

モニタリング (6 .5次)

警戒区域及び
避難指示区域

JCAC
NUSTEC

JCAC
NUSTEC

2013/03/04
～03/11

2013/05/13

第7次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2013/08/27
～09/28

2013/12/25

東日本第4次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2013/09/03
～11/04

2014/03/07

第8次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2013/11/02
～11/19

2014/03/07

第9次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2014/09/01
～09/20

2015/02/13

東日本第5次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
 (0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2014/9/21
～11/07

2015/02/13

第10次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2015/09/12
～09/30

2016/02/02

東日本第6次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2015/10/02
～11/04

2016/02/02

H27_BGモニタリング
川内原子力発電所から

80 km圏内
JAEA JAEA

2016/02/01
～02/07

-

H28_BGモニタリング（1）
大飯発電所並びに高浜発電所

から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2016/07/20

～08/01
-

第11次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2016/09/14
～10/15

2017/02/13

東日本第7次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2016/10/15
～11/18

2017/02/13

H28_BGモニタリング（2） 伊方発電所から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2016/11/29

～12/11
-

※DOE: 米国エネルギー省、NUSTEC: (公財)  原子力安全技術センター、JAEA: (国研)日本原子力研究開発機構  

OYO: 応用地質 (株)、JCAC: (公財)  日本分析センター 

第3次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA

NUSTEC
2011/05/31

～07/02
2011/07/08

第1次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
DOE

2011/04/06
～04/29

2011/05/06

第4次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA

NUSTEC
2011/10/22

～11/05
2011/12/16

東日本第1次
モニタリング

JAEA
NUSTEC

OYO

JAEA
NUSTEC

OYO

2011/06/22
～10/20

随時公表
青森～福井までの東日本
(2次 , 3次実施部分除く）
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Table 2-1 航空機モニタリングの経緯 

(2/2) 

 

  

モニタリング名 測定場所 測定実施機関 解析実施機関 測定実施日 結果公表日

H29_BGモニタリング（1） 泊発電所から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2017/07/24

～08/02
-

H29_BGモニタリング（2）
柏崎刈羽原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA

2017/07/26
～08/10

2017/09/30
～10/01

-

第12次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2017/09/09
～09/25

2018/02/20

東日本第8次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
 (0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2017/09/29
～11/16

2018/02/20

H29_BGモニタリング（3）
玄海原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2017/11/28

～12/05
-

H30_BGモニタリング（1）
島根原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2018/07/20

～07/27
-

第13次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2018/09/06
～10/16

2019/03/08

東日本第9次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2018/10/08
～11/15

2019/03/08

H30_BGモニタリング（2）
浜岡原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2018/11/27

～12/09
-

R1_BGモニタリング（1）
東通原子力発電所並びに六ヶ

所再処理工場から
80 km圏内

JAEA
OYO

JAEA
2019/06/26

～07/10
-

第14次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2019/08/29
～09/18

2020/02/13

東日本第10次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2019/09/18
～11/02

2020/02/13

R1_BGモニタリング（2）
志賀原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2019/11/21

～11/29
-

R2_BGモニタリング（1）
美浜発電所並びに敦賀発電所

から80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2020/07/22

～08/10
-

第15次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2020/08/25
～10/02

2021/02/15

東日本第11次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2020/09/22
～10/30

2021/02/15

R2_BGモニタリング（2）
近畿大学原子力研究所並びに
京都大学複合原子力科学研

究所から80 km圏内

JAEA
SIC

JAEA
2020/11/12

～11/19
-

第16次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2021/08/31
～10/03

2022/03/04

東日本第12次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2021/09/26
～10/25

2022/03/04

R3_BGモニタリング
大飯・高浜発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2021/11/06

～11/20
-

R4_BGモニタリング(1)
美浜発電所並びに敦賀発電所

から80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2022/07/26

～07/31
-

第17次モニタリング
福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2022/09/01
～09/30

2023/03/10

東日本第13次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0 .2 µSv/h以上)

JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2022/09/13
～10/21

2023/03/10

R4_BGモニタリング(2)
伊方発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2022/11/11

～11/21
-

※JAEA: (国研)日本原子力研究開発機構、OYO: 応用地質 (株)、SIC： (株)静環検査センター、JDRONE:(株)JDRONE  
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3. 測定システムとヘリコプター 

  

3.1. 航空機モニタリングシステム 

 

一般的に、航空機モニタリングシステム (Aerial Radiation Monitoring System: ARMS) には、大

型の NaI(Tl)検出器を用いたスペクトル測定型の放射線検出器の情報と GPS (Global Positioning 

System, 全地球測位網) による位置情報をリンクしてデータを保存するシステムが用いられる。 

今回のモニタリングで使用した Radiation Solutions Inc. (RSI, Canada) 製のシステム (以下、RSI

システム) は、福島原子力発電所事故当時に DOEにより行われた航空機モニタリングで用いられ

たシステムと同一であり、ヘリコプター機内に搭載するタイプである。RSI システムのブロック

図を Fig. 3-1に示し、外観を Fig. 3-2に示す。検出部には、2″× 4″× 16″の NaI(Tl)検出器 3本を組

み込んだ検出器のユニット (RSX-3) を 2台使用している (検出部容量合計: 12.6 L)。なお、NaI(Tl)

検出器の上部に設置してある LaBr3検出器 (RSX-1) は空気中のラドン子孫核種に起因する γ線計

数率の弁別 (8章に詳述する) に使用する。検出器で計測した 1,024 ch (0 ch～1023 ch) の γ線のス

ペクトルは 1秒ごとに同期する GPSによる位置データとともに、RS-701と呼ばれる NaI(Tl)検出

器上部に取り付けてあるデータ収集装置に保存される。各検出器のデータは RS-501 という装置

で統合される。RS-501 は PC と接続でき、PC にインストールされている専用のソフトウエア 

(RadAssist) を使用することによって GPSによる位置情報や γ線の計数率情報をリアルタイムに確

認できる。また、RSIシステム全体は外付けのバッテリーで駆動し、完全充電で約 5時間の稼働

が可能である。本報告で使用した RSIシステムは 2セットあるため、以下ではそれぞれ RSI 1及

び RSI 2と区別する。 

また、RSI システムの GPS 受信機とは独立して高精度 GPS システムも機内に搭載している。

当該システムでは高精度 GPS 受信機 (CORE 社製 QZNEO) が用いられており、RSI システムの

GPS 受信機と比較して利用可能な信号が多い。具体的には、準天頂衛星システム (通称：みちび

き) からの情報を利用できるほか、L1-SAIF と呼ばれる補強信号を受信することにより、精度の

高い位置情報の測定を行うことができる。測定された γ線計数率とその位置情報との紐付けは基

本的に RSIシステムの GPSで取得された緯度及び経度を基に行うが、RSIシステムの GPSが異

常値を示す例が確認されている 22)。そのような事象が起きた際には、位置情報を高精度 GPS で

取得された緯度、経度及び高度に置換する。 
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Fig. 3-1 RSIシステムのブロック図 

 

 

 

Fig. 3-2 RSIシステムの外観 
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3.2. ヘリコプターの選定 

 

RSI システムはヘリコプター機内に搭載するタイプであるため、ヘリコプターの機底に燃料タ

ンクがある場合、燃料タンクの材料及び燃料による γ線の遮蔽効果を考慮する必要がある。そこ

で、γ 線の測定値への誤差の混入を避けるため、ヘリコプターは機底に燃料タンクのないものに

限定した。選定した機種について、Fig. 3-3 に示す。また、2012 年以降の航空機モニタリングで

使用した機種 (機体番号) と RSI システムの組み合わせを Table 3-1 に示す。2022 年度 (令和 4 年

度) は機体繰りの都合から、Bell412 (JA9616、JA6928 及び JA412N) 、Bell430 (JA05TV) を使用し

た。なお、Bell412 (JA412N) は原子力機構が行う航空機モニタリングにおいて初めて使用する機

体である。 

 

 
Fig. 3-3 機底に燃料タンクのないヘリコプター機種一覧 
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Table 3-1 搭載した RSIシステムとヘリコプターの組み合わせ 

(1/2) 

 
  

第5次モニタリング
2012/06/22

～06/28
Bell430

(JA05TV)
NNK

AS332
(JA9660)

NNK

第6次モニタリング
2012/10/31

～11/16
Bell430

(JA6900)
AAC

東日本第3次モニタリング
2012/10/31

～12/28
Bell412

(JA6767)
NNK

Bell430
(JA05TV)

NNK

警戒区域及び避難指示区域における航空
機モニタリング (第6.5次)

2013/03/04
～03/11

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell430
(JA6900)

AAC
Bell412

(JA6928)
AAC

Bell412
(JA6767)

NNK
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell430
(JA6900)

AAC
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6767)

NNK

第8次モニタリング
2013/11/02

～11/19
Bell430

(JA6900)
AAC

Bell430
(JA05TV)

NNK

第9次モニタリング
2014/09/01

～09/20
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

第10次モニタリング
2015/09/12

～09/30
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

川内原子力発電所BGモニタリング
2016/02/01

～02/07
Bell412

(JA6928)
AAC

大飯・高浜発電所BGモニタリング
2016/07/20

～08/01
Bell412

(JA9584)
AAC

第11次モニタリング
2016/09/14

～10/15
Bell430

(JA05TV)
NNK

S-76
(JA6901)

AAC

伊方発電所BGモニタリング
2016/11/29

～12/11
Bell430

(JA05TV)
NNK

泊発電所BGモニタリング
2017/07/24

～08/02
Bell412

(JA6767)
NNK

柏崎刈羽原子力発電所BG
モニタリング

2017/07/26
～08/10

2017/09/30
～10/01

Bell430
(JA05TV)

NNK

第12次モニタリング
2017/09/09

～09/25
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA9616)

AAC

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell412
(JA9616)
Bell412

(JA6928)

AAC

AAC

玄海原子力発電所BGモニタリング
2017/11/28

～12/05
S-76

(JA6655)
AAC

（）内は機体登録番号、 NNK: 中日本航空株式会社所有、AAC: 朝日航洋株式会社所有

Bell412
(JA6767)
Bell412

(JA9616)

NNK

AAC

Bell430
(JA05TV)

NNK

Bell430
(JA05TV)

NNK

モニタリング名 モニタリング期間
搭載したRSIシステムとヘリコプター機種(機体番号)の組み合わせ

RSI 1 RSI 2 RSI 3 RSI 4

2016

東日本第7次モニタリング
2016/10/15

～11/18

第7次モニタリング
2013/08/27

～09/28

2014

東日本第5次モニタリング
2014/09/21

～11/07

2015
東日本第6次モニタリング

2015/10/02
～11/04

2012

2013

東日本第4次モニタリング
2013/09/03

～11/04

年度

Bell430
(JA05TV)

NNK

2017

東日本第8次モニタリング
2017/09/29

～11/16
Bell430

(JA05TV)
NNK
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Table 3-1 搭載した RSIシステムとヘリコプターの組み合わせ 

(2/2) 

 
  

島根原子力発電所BGモニタリング
2018/07/20

～07/27
Bell430

(JA6900)
AAC

第13次モニタリング
2018/09/06

～10/16
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell430
(JA6900)

AAC

東日本第9次モニタリング
2018/10/08

～11/15

Bell430
(JA05TV)

Ｓ-76
(JA6655)

NNK

AAC

Bell412
(JA6767)
Bell430

(JA05TV)

NNK

NNK

浜岡原子力発電所BGモニタリング
2018/11/27

～12/09
Bell430

(JA05TV)
NNK

東通・六ヶ所BGモニタリング
2019/06/26

～07/10
Bell430

(JA6900)
AAC

第14次モニタリング
2019/08/29

～09/18
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell 412
(JA9616)

AAC

東日本第10次モニタリング
2019/09/18

～11/02
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA9616)
Bell412

(JA6767)

AAC
NNK

志賀原子力発電所BGモニタリング
2019/11/21

～11/29
Bell430

(JA6900)
AAC

美浜・敦賀BGモニタリング
2020/07/22

～08/10
Bell412

(JA9616)
AAC

第15次モニタリング
2020/08/25

～10/02

Bell430
(JA05TV)
Bell412

(JA6767)

NNK

NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

東日本第11次モニタリング
2020/09/22

～10/30
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)
Bell412

(JA6767)

AAC

NNK

近大炉・京大炉BGモニタリング
2020/11/12

～11/19
Bell412

(JA6928)
AAC

第16次モニタリング
2021/08/31

～10/03

Bell430
(JA05TV)
Bell412

(JA6767)

NNK
Bell430

(JA02AX)
AAC

大飯・高浜BGモニタリング
2021/11/06

～11/20
Bell412

(JA6928)
AAC

美浜・敦賀BGモニタリング
2022/07/26

～07/31
Bell430

(JA02AX)
AAC

第17次モニタリング
2022/09/01

～09/30
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA9616)
Bell412

(JA6928)

AAC

AAC

東日本第13次モニタリング
2022/09/13

～10/21
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)
Bell412

(JA412N)

AAC

NNK

伊方BGモニタリング
2022/11/11

～11/21
Bell412

(JA9616)
AAC

（）内は機体登録番号、NNK: 中日本航空株式会社所有、AAC: 朝日航洋株式会社所有

東日本第12次モニタリング
2021/09/26

～10/25
Bell430

(JA05TV)

Bell430
(JA02AX)
Bell412

(JA6767)

AAC

NNK
NNK

モニタリング期間
搭載したRSIシステムとヘリコプター機種(機体番号)の組み合わせ

RSI 1 RSI 2 RSI 3 RSI 4
年度 モニタリング名

2018

2019

2020

2021

2022
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3.3. 機体による γ線遮蔽効果 

 

ヘリコプターは機底に燃料タンクのない機種を選定しているが、機種による機底の材質や構

造の差異により、γ 線の遮蔽の程度は異なると考えられる。ここでは、γ 線遮蔽効果を把握する

ために点線源 (Cs-137：約 9.5 MBq) を用いて RSIシステム検出器で測定した計数率を比較した。

地上における空間線量率等への換算パラメータを設定する際に、ヘリコプター機種ごとにキャリ

ブレーション (校正) を実施するため、この遮蔽効果の違いを単独でパラメータとして扱う必要

はないが、使用するヘリコプターが γ線計数率にどのような影響を及ぼし、それがヘリコプター

機種ごとに設定する換算パラメータにどのような差異を生むのかを把握するのに参考となる情報

である。 

ヘリコプター機体の遮蔽効果の比較結果を Table 3-2に示す。点線源と検出器の距離を 50 cmに

固定し、計数率の測定時間平均値及び計数誤差 (計数率の平方根) を比較した。ただし、Bell412 

(JA412N) については機体の構造の関係上、点線源と RSIシステム検出器の距離を 50 cmまで近づ

けることができなかったため、点線源と検出器の距離を 90 cmとしたときの計数率を比較に用い

た。RSI システム検出器と線源位置の関係について Fig. 3-4 に示す。以下に比較結果の詳細を記

す。 

RSI 1を用いた場合の Bell430 (JA05TV) における計数率 (No.1と表記) を基準として、RSI 2を

用いた場合の Bell412 (JA9616) における計数率 (No.2と表記)、Bell412 (JA6928) における計数率 

(No.3と表記) 及び Bell412 (JA412N) における計数率 (No.4と表記) をそれぞれ比較した。No.1に

対して、No.2の計数率は約 5 %、No.3の計数率は約 13 %、No.4の計数率は約 33 %低かった。

No.4は点線源と RSIシステム検出器の距離が 50 cmでなく 90 cmであるため、計数率が顕著に低

くなったと考えられる。いずれにせよ、これらの計数率差に対して計数誤差は圧倒的に小さいこ

とから、No.1と No.2、No.3で見られた差異には、Bell430と Bell412の機体底部の構造の違いに

起因する γ線遮蔽効果の差異が強く関与していると思われる。同じヘリコプター機種及び RSI検

出器を用いた場合における計数率 (No.2と No.3) に着目した場合でも計数率にある程度の差異が

見られたことから、ヘリコプター機内における RSIシステム検出器の配置状況も γ線計数率の多

寡に影響を及ぼすと考えられる。よって、今後も今回のような線源試験を実施し、使用する機種

及び機体間の γ線計数率差をなるべく小さくできるような配置を決定することが望ましい。 

 

Table 3-2 Cs-137線源によるヘリコプター機体の遮蔽効果の比較 

(検出器から 50 cmまたは 90 cm下方に線源を配置) 

 

No. Date System
ヘリコプター機種及び機番

(運航会社)
Cs-137線源と検出器

の距離(cm)
No.1を1に規格化

1 2022/08/29 RSI 1
Bell430 (JA05TV)

(NNK)
50 （3.535±0.006) ×10⁵ 1.00

2 2022/08/29 RSI 2
Bell412 (JA9616)

(AAC)
50 （3.352±0.006) ×10⁵ 0.95

3 2022/09/12 RSI 2
Bell412 (JA6928)

(AAC)
50 （3.084±0.006) ×10⁵ 0.87

4 2022/10/08 RSI 2
Bell412 (JA412N)

(NNK)
90 （2.363±0.005) ×10⁵ 0.67

NNK: 中日本航空株式会社、AAC: 朝日航洋株式会社
※計数率は自然放射性核種による寄与を差し引き、有効数字5桁目で四捨五入して有効数字4桁で表記した。

計数率(s⁻¹)±計数誤差(s⁻¹)
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Fig. 3-4 線源試験イメージ 

  

Cs-137線源

RSIシステム検出器
機底

RSIシステム検出器

地面 Cs-137線源

50 cm
または
90 cm

NaI(Tl)NaI(Tl)
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3.4. RSIシステムの保守 

 

RSI システムの健全性をチェックするため、RSI システムに組み込まれているプログラムによ

り、フライト前に 1日 1回、以下の事項を確認した。 

・RSIシステムの接続チェック：データ収集装置 (RS-701及び RS-501) に表示されるエラーラン

プチェック 

・チェックプログラムによる検出器の特性確認 (環境中に存在する Tl-208の 2,614 keVのピーク

に対するエネルギー分解能 (Energy Resolution) と信号増幅回路 (Amplifier：アンプ) の振幅利得 

(Gain：ゲイン) をチェック)  

2,614 keV のピークに対するエネルギー分解能については、メーカーから 6 %以下という保守

の推奨値が示されている。日常の点検で数値を確認し、この推奨値を超えた場合には高圧電源の

電圧を変更するなど再調整を実施する。また、アンプのゲインについては、同様にメーカーから

示されている推奨値である 0.8を下回る場合に高圧電源の電圧の再調整を行う。第 17次モニタリ

ング及び東日本第 13 次モニタリングの実施期間における RSI システム検出器のエネルギー分解

能とアンプのゲインの推移について Fig. 3-5及び Fig. 3-6に示す。本図は、RSIシステムに組み込

まれている計 6 本の検出器ごとに示している。エネルギー分解能はモニタリング期間を通じて

6 %未満であり、アンプのゲインが 0.8 を下回ることがなかったため、再調整を実施する必要性

は生じなかった。なお、ゲインは測定日を経るにつれて緩やかな上昇傾向にあるが、これは機器

の異常ではなく、測定日が夏から秋に移り変わり、周囲の気温が低下するにつれて RSIシステム

自体の温度上昇も鈍くなることで、光電子増倍管に使用される電子素子のインピーダンスが減少

しゲインが上昇するという、温度特性が反映されていると考えられる。RSI システムには一定期

間ごとに自動でゲインを補正する機能があり、この温度特性はある程度までは補正可能である。

また、実際には取得したデータを確認し、エネルギーピークの位置に変動がないことを確認して

いる。 
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Fig. 3-5 RSIシステムのエネルギー分解能及び Gainの変動 (RSI 1)  
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Fig. 3-6 RSIシステムのエネルギー分解能及び Gainの変動 (RSI 2) 
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4. データ取得及び解析方法 

 

4.1. 上空での測定値の地上への換算に関する基本的な考え方 

 

上空から地上の放射線を測定する基本的な考え方は、以下のような仮定に基づいている。 

・上空で測定されている計数値は、上空を頂点とし対地高度を高さとした円錐の底面部分に該

当する地上の放射線量の平均値とする。 

・測定対象となる地表は平坦かつ放射線の分布は一様とする。 

このような条件において上空で測定されている計数値を考察するため、γ 線の遮蔽計算に広く

用いられている点減衰核積分コード QAD-CGGP2Rを用いてシミュレーションが行われた 17)。以

下に当該シミュレーションの概要とシミュレーションから得られた知見を概説する。 

当該計算では、Cs-134と Cs-137が無限平板 (実際の計算では、無限相当とした半径 2,000 m × 

高さ 1 mm) で均一に分布していると仮定し、対地高度と空間線量率の関係が求められた (Fig. 4-1)。

このように、対地高度 50 m 以上では、空間線量率と対地高度は指数の相関関係にある一方で、

対地高度 50 m以下では指数の関係から外れることが明らかとなった。また、対地高度 50 m以上

では地表面からの放射線が検出器軸 (地面と平行な方向) に対し垂直方向から入射する成分が支

配的であるため、線源からの距離に対して指数関数的に γ線が減衰する。これに対し、対地高度

50 m 以下では線源からの距離が近くなり、検出器軸に対し垂直方向以外の斜め方向から入射す

る放射線の影響が無視できなくなるため、指数関数の関係から逸脱することが示唆された。 

このように、上空から地上を測定する際には、対地高度が高くなると地上の測定範囲が広がる。

上空における地上からの γ線の到達状況を定量的に理解するために、計算コードを用いてシミュ

レーションを実施した例 17)を示す。光子・電子挙動シミュレーションには、カスケードモンテ

カルロ計算コード EGS538) (Electron Gamma Shower Version 5) が使用され、RSIシステムの検出器

がモデル化 32)されるとともに、地上に無限平板状の半径 800 m × 高さ 1 mm の Cs-137円柱線源が

模擬された。当該シミュレーションでは、モデル化した検出器を線源円盤の中心軸上に配置し、

線源円盤と検出器の距離を変化 (50 m、100 m、300 m及び 500 m) させ、検出器に入射する γ線の

計数率及び同ジオメトリにおいて検出器に到達する γ線の起源となる線源の位置が計算された。

無限平板線源における任意の半径内の放射線が検出器で計数された割合を Fig. 4-2 に示す。本図

から、航空機モニタリングの基準高度である 300 mから計測した場合、線源の概ね 300 mの円内

の放射線の計数が 80 %以上の割合を占めることが分かる。また、検出器の位置から同軸上の線

源位置を中心として、100 m ごとのドーナツ状の面積で分割し、その部分の放射線が検出器で計

数された割合を Fig. 4-3に示す。線源からの距離は 100 m、300 m、500 mの場合で比較され、高

度 300 mの場合を見ると、100 m～200 mの位置が 30 %で最も割合が大きく、0 m～100 m及び

200 m～300 mは 20 %程度であった。この割合の違いは計数効率を考慮すると大きくなく、対地

高度 300 mから測定されるのは、地上の半径 300m円内における γ線計数率の平均値と考えられ

る。一方、検出器と線源の距離が 50 mの場合は 80%を占める線源半径は 120 m、検出器と線源

の距離が 100 mの場合は線源半径が 200 m、500 mの場合は線源半径が 400 mであり、この傾向

は Fig. 4-1 で示された対地高度と上空での空間線量率の関係と矛盾せず、高度が低くなるにつれ
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て高度と測定範囲の半径の関係が 1：1 から逸脱し、対地高度と比較して測定範囲が広くなるこ

とが示された。 

以上の計算結果から、航空機モニタリングは飛行する対地高度 (300 m) と同じ半径 (300 m) の

円内の放射線を飛行方向に向かって移動しながら測定していると説明できる (Fig. 4-4)。飛行する

対地高度が変化すると地上の測定範囲が変化することになり、測定値の不確かさをなるべく低減

するためには対地高度は一定でフライトすることが望ましい。実際には、以上のような理論や測

定の不確かさを考慮し、対地高度 300 m を基準として対地高度が 500 m までのデータを使用し

た。なお、この対地高度から逸脱した状態で測線フライトが 1 km 以上に及んだ場合には、再フ

ライトによりデータを再取得することとした。 

 

 

Fig. 4-1 対地高度と空間線量率の関係 17) 

(半径 2,000 m × 高さ 1 mmの円柱線源で計算 17)。図中の実線は指数関数による近似曲線である。) 
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Fig. 4-2 均一無限平板線源を上空で測定した場合の検出器の積算計数に対する線源位置の関係 17) 

(上空での検出器の計数率を 100 %に規格化し、線源半径由来の計数率の割合を積算) 

 

 
Fig. 4-3 均一無限平板線源を上空で測定した場合の検出器の線源位置ごとの計数の割合 17) 

(上空での検出器の計数率を 100 %に規格化し、100 mごとのドーナツ状部分由来の計数率の割合) 
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Fig. 4-4 上空からの測定イメージ  
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4.2. 航空機モニタリングの方法 

 

航空機モニタリングでは、測定対象となるエリアにおいて予め設定した飛行経路 (以下、測線) 

の上空をフライトし、γ 線計数率と位置情報のデータを取得する。以下に、航空機モニタリング

によるデータ取得方法の詳細について記述する。 

航空機モニタリングによるデータは、下記のようなフライト条件で取得した。なお、条件は、

気象条件や地形の高度勾配によって若干変化する。フライトイメージを Fig. 4-5 に示す。また、

測定データは、1秒ごとに GPSの位置情報と検出器の γ線のスペクトルを記録し、下記の対地高

度の許容範囲から逸脱した測定データは不確かさが比較的大きく含まれるため、空間線量率等の

算出には用いないこととした。予定したフライト測線について Fig. 4-6 に示す。測線の方向は第

17 次モニタリングについては東西方向、東日本第 13 次モニタリングについては南北方向とした。 

[フライト条件] 

 速度：160 km/hを基準とし、130 km/h～180 km/hの範囲 

 基準対地高度：300 m (= 1,000 ft) 

 対地高度の許容範囲：0 m～約 500 m (= 1,750 ft)  

 測線間隔 

・第 17次モニタリング (福島原子力発電所から半径 3 km以内及び海上を除く) 

0.6 km：2011年 9月 30日時点における避難指示区域 (以下、旧避難指示区域)  

0.9 km：0.2 μSv/h (約 1.0 mSv/年 相当、5.2節に詳述する。) 以上の地域 

1.8 km：その他の地域 

・東日本第 13次モニタリング 

1.0 km：0.2 μSv/h以上の地域 

3.0 kmまたは 6.0 km：その他の地域 

 

 
Fig. 4-5 フライトイメージ  
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Fig. 4-6 予定したフライトの測線 

 (背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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4.3. 換算パラメータの設定及び妥当性確認のためのキャリブレーションフライト 

 

航空機モニタリングにより上空で取得した γ線計数率を、地表面から 1 mの高さの空間線量率

や地表面の放射性 Csの沈着量に換算するためのパラメータについては、2014年度 (平成 26年度) 

までに取得したキャリブレーションフライトのデータを基に、ヘリコプター機種または機体ごと

に数値を設定している。Bell412及び Bell430に設定しているパラメータの妥当性を確認するため

にキャリブレーションフライトを行った。キャリブレーションフライトの種類と目的について以

下に示す。また、Table 4-1 に各キャリブレーションフライトの概略をまとめた。ここで、3.2 節

で記述したように、Bell412 (JA412N) は航空機モニタリングで初めて使用する機体であることか

ら、キャリブレーションフライトのデータを実際に取得し、従来用いている Bell412 に対する数

値パラメータをそのまま適用することが妥当であるか否かを検討する必要がある。しかしながら、

5.1 節に詳述するが、当該機体にトラブルが発生したため、キャリブレーションフライトを実施

できず、十分な検討材料を得られなかったため、他の Bell412 と同様のパラメータを適用する方

針とした。 

・ テストラインフライト 

実際のフライト対地高度と基準対地高度とのずれによって生じる γ 線計数率の多寡を補正す

るための実効的な空気減弱係数 (Attenuation Factor: AF (m-1) ) を求めるフライトである。本フラ

イトは、線量率や地形の変化が少ない地点において距離が約 3 kmのラインを設定し、その上空

において対地高度を変化 (150 m、300 m、450 m、600 m、750 m、900 m及び 1,500 m) させてフ

ライトを実施する。上記の各対地高度でフライトした際の対地高度の平均値と γ 線計数率の平

均値をプロットし、それらプロットに対する指数近似曲線の傾きを AF とする。テストライン

フライトのイメージを Fig. 4-7 に示す。また、テストラインとして選定した場所について Fig. 

4-8に示す。 

・ テストポイントフライト 

空間線量率の勾配が小さく、かつ地形の平坦な地点 (テストポイント) を選定し、テストポイ

ントから半径 1,000 mの範囲内において、対地高度 300 mを維持して 3分間ホバリングして γ線

計数率を取得するものである。また、テストポイントの中心点から半径 1,000 mの範囲内で 60

地点を目安に NaI(Tl)検出器 (日立製作所製 TCS-172B) を用いて地表面から 1 mの高さの空間線

量率の測定 (以下、地上測定) を行う。なお、地上測定は、NaI(Tl)検出器の時定数を 10 秒とし、

各測定地点にて地面に対して水平方向にプローブを 30秒間保持してから開始した。およそ 5秒

間隔でサーベイメータに表示されるデジタル値を 5 回記録し、その平均値に校正乗数を乗じた

値を小数点以下 3 桁目で四捨五入して小数点以下 2 桁とし、その地点における地上測定値とし

て取り扱った。本フライトとテストポイントにおける地上測定値を相互比較することにより、

基準対地高度 (300 m) における γ線計数率を地表面から 1 mの高さの空間線量率に換算するた

めの係数 (空間線量率換算係数；Conversion factor of Dose-rate: CD ([s- 1]/[µSv/h]) ) が求まる。Fig. 

4-9 にテストポイントフライトのイメージを示す。また、テストポイントとして選定した場所

を Fig. 4-10に示す。 
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・ 宇宙線フライト 

宇宙線の影響を差し引くため、地上からの γ 線の影響が極めて少ないと考えられる海上を約

300 m～2,400 mまで上昇し、宇宙線に起因する γ線計数率データを取得するものである。宇宙

線フライトのイメージを Fig. 4-11に示す。フライト場所は、陸地から十分に離れた海上であれ

ば場所は問わないので、天候等を見ながら太平洋上の適当な位置で実施する。ただし、天候等

の問題で海上への移動が困難な状況下では、起伏の少ない陸地において当該フライトを実施す

る。なお、陸地で実施した場合でも対地高度約 300 mから 2,400 mまで上昇するが、地上から

の放射線の影響がほとんどないと考えられる対地高度約 900 m以上で取得された γ線計数率デ

ータを原則として用いることになる。 

・ Rn影響フライト及び BGフライト 

Rn影響フライトは空気中に存在するラドン子孫核種の影響を考察するために、ある特定の場

所 (例えば、測定拠点近くの測線上) の上空において対地高度約 450 m～900 mまでを直線的に

上昇しデータを取得するものである。また、BG フライト (バックグラウンドフライト) は、地

上からの γ線の影響がほとんどないと考えられる、対地高度約 900 mを約 2分間直線飛行する

ことにより、ヘリコプター機体のバックグラウンド計数率を取得するものである。両フライト

は原則として、セットで 1日 1回実施する。Rn影響フライト及びBGフライトのイメージを Fig. 

4-12に示す。 

・ 天然核種フライト 

福島原子力発電所事故由来の放射性 Cs による影響のないと考えられる場所において対地高

度約 300 m をフライトすることによりデータを取得し、γ 線スペクトルから天然放射性核種の

影響を差し引き、地表面の放射性 Cs 沈着量を算出するためのスペクトルインデックスを算出

するものである。天然放射性核種による影響の減算方法については 4.6.1項に詳述する。本フラ

イトは、過去に使用した実績のない機体を用いる場合にのみ、1 回実施することとしている。

前述の通り、Bell412 (JA412N) は航空機モニタリングにおいて使用実績がないため、当該機体

を用いて天然核種フライトを実施した。天然核種フライトの場所を Fig. 4-13 (左) に示す。 

・ オーバーラップフライト 

各ヘリコプター機種または機体に設定される換算パラメータの妥当性評価を行うために、

RSI システムとヘリコプター機種または機体の組み合わせの変更が生じる前後で、同一の場所

をフライトして取得した γ 線計数率データを比較するものである。本フライトは、他のキャリ

ブレーションとは異なり、換算パラメータの取得が目的でなく、実際に解析に用いる換算パラ

メータの妥当性を検証することを目的としている。オーバーラップフライトの場所を Fig. 4-13 

(中央及び右) に示す。 
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Table 4-1 キャリブレーションフライトの概略 

名称 目的 方法 頻度 

テストライン 

フライト 
空気減弱係数を算出 

所定のテストライン上

で対地高度を変化 (150 

m、300 m、450 m、600 

m、750 m、900 m 及び

1,500 m) させてフライ

ト 

測線 5,000 kmをフラ

イトするごとに 1 回

実施 

テストポイント 

フライト 

空間線量率換算係数

を算出 

テストポイント範囲内

で、対地高度 300 mで 3

分間ホバリング 

測線 5,000 kmをフラ

イトするごとに 1 回

実施 

宇宙線フライト 宇宙線の影響を調査 
海上または陸上を 300 

m～2,400 mまで上昇 

1週間に 1回を目安に

実施 

Rn影響フライト ラドンの影響を調査 

ある特定の場所を対地

高度 450 m～900 mまで

直線的に上昇 

毎日 

BGフライト 

ヘリコプター機体の

バックグラウンド計

数率を調査 

対地高度 900 m を約 2

分間直線飛行(Rn 影響

フライト後に実施) 

毎日 

天然核種フライト 

天然放射性核種の影

響を減算し、放射性

Cs 沈着量を算出する

ためのスペクトルイ

ンデックスを算出 

福島原子力発電所事故

由来の放射性 Csによる

影響のないと考えられ

る場所でフライト 

過去に機体の使用実

績がなければ 1回 

オーバーラップ 

フライト 

換算パラメータの 

妥当性確認 
特定の場所をフライト 

ヘリコプター機種ま

たは機体と RSI シス

テムの組み合わせの

変更が生じる前後で

1回ずつ 
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Fig. 4-7 テストラインフライトのイメージ 

 

 
TestLine 1 (岩手県奥州市) TestLine 3 (群馬県みどり市) 

 
TestLine 4 (茨城県那珂市)                     TestLine 5 (栃木県大田原市) 

Fig. 4-8 テストラインの場所 

(1/2)  

(背景地図は、Esri, Maxar, Earthstar Geographics, and the GIS User Communityを使用。)  
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TestLine A (福島県須賀川市) 

Fig. 4-8 テストラインの場所 

(2/2)  

(背景地図は、Esri, Maxar, Earthstar Geographics, and the GIS User Communityを使用。) 

 

   
Fig. 4-9 テストポイントフライトのイメージ  

地上測定値(μSv/h)と基準対地高度(300 m)のγ線計数率(s-1)
の相互比較から空間線量率換算係数CDを求める。

60地点を目安に地表面から1 mの高さの
空間線量率(μSv/h)を測定する。

基準対地高度
300 m

半径1,000 m

- 32 -

JAEA-Technology 2023-027



 

 
TestPoint 1 (岩手県奥州市)                   TestPoint 3 (群馬県みどり市) 

 
TestPoint 4 (茨城県那珂市) TestPoint 5 (栃木県大田原市) 

 
TestPoint D (福島県郡山市) TestPoint E (福島県浪江町) 

Fig. 4-10 テストポイントの場所  

(背景地図は、Esri, Maxar, Earthstar Geographics, and the GIS User Communityを使用。) 
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Fig. 4-11 宇宙線フライトのイメージ 

 

 
Fig. 4-12 Rn影響フライト及び BGフライトのイメージ 

 

 

天然核種フライト測線 

(新潟県新潟市) 

オーバーラップフライト測線 

(福島県本宮市) 

オーバーラップフライト測線 

(栃木県那須塩原市) 

Fig. 4-13 天然核種フライトの測線とオーバーラップフライトの測線 

 (背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

300 m～2,400 m: 約15分

海上または陸上

BGフライト (900 m: 約2分)

Rn影響フライト
(450 m～900 m: 約3分)

海上または陸上
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4.4. 解析のフロー 

 

航空機モニタリングによって上空で計数される γ線は、主に以下の 4種類に分けられる。 

① 放射性 Csからの γ線 

② 天然放射性核種からの γ線 

③ 宇宙線 

④ その他 (空気中ラドン子孫核種、ヘリコプター機体のバックグラウンド計数率を含む。) 

 

第 17次モニタリング及び東日本第 13次モニタリングでは、放射性 Cs由来の γ線を測定するこ

とが主目的であるため、全計数率から②～④起源の計数率はバックグラウンドとして減算する必

要がある。これらを考慮した解析のフローを Fig. 4-14に示す。本報告では、本フロー図に則った

解析方法を「標準的解析手法」と呼称する。なお、本節以降の空間線量率とは、周辺線量当量率 

(1 cm線量当量率) を意味する。 

 

 
Fig. 4-14 解析のフロー 

  

- 35 -

JAEA-Technology 2023-027



 

4.5. 空間線量率への換算方法 

 

上空で取得した γ線計数率を地表面から 1 mの高さの空間線量率 (D) へ換算する手順は、大ま

かに以下の通りである。 

① バックグラウンド減算：全計数率 (𝐶𝐶all) から、前項で挙げたバックグラウンドから、天然
放射性核種からの γ 線計数率 (𝐶𝐶nat)、宇宙線及びその他 (空気中ラドン子孫核種、ヘリコ

プター機体のバックグラウンド計数率を含む。) に起因する計数率 (𝐶𝐶cos及び𝐶𝐶air) を減算
する。 

② 対地高度補正：実際のフライト高度と基準高度とのずれにより生じる、γ線計数率の多寡

を高度補正係数 (HF) により補正する。 

③ 空間線量率への換算：①、②を経て得られた計数率を空間線量率換算係数 (CD) によって

除して地表面から 1 mの高さの空間線量率に換算する。 

以上の一連の計算手順をまとめたものを式 [1] に示す。 

 

𝑫𝑫 = 𝑯𝑯𝑯𝑯(𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑪𝑪𝐧𝐧𝐚𝐚𝐧𝐧 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜 − 𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚)
𝑪𝑪𝑫𝑫 [𝟏𝟏] 

 

ここで、 

𝐷𝐷:地表面から 1 m の高さの空間線量率 (µSv/h) 

𝐶𝐶all:全計数率 (s−1) 

𝐶𝐶nat:天然放射性核種からの γ 線 (s−1) 

𝐶𝐶cos:宇宙線に起因する γ 線計数率 (s−1) 

𝐶𝐶air:空気中にラドン子孫核種やヘリコプター機体に起因する γ 線計数率 (s−1) 

𝐻𝐻𝐻𝐻:対地高度補正係数 (m−1) 

𝐶𝐶𝐷𝐷:空間線量率換算係数 ([s−1]/[µSv/h]) 
である。 

𝐶𝐶natの算出方法については次節に記す「放射性 Cs の沈着量への換算方法」と密接な関係にあ

るため、4.6.1 項に詳述する。𝐶𝐶cos、𝐶𝐶air、𝐻𝐻𝐻𝐻及び𝐶𝐶𝐷𝐷はそれぞれ、4.3 節に記した宇宙線フライト、

BG フライト、テストラインフライト及びテストポイントフライトで取得したデータを基に求め

られる。これら空間線量率の算出に関わる項や係数の詳細について以下に述べる。 

 

4.5.1. バックグラウンド減算 (宇宙線及びその他) 

 

航空機モニタリングにおいて、天然放射性核種からの γ 線、宇宙線及びその他 (空気中ラドン

子孫核種、ヘリコプター機体のバックグラウンド計数率を含む。) に起因する γ 線計数率はバッ

クグラウンドとなるため減算する必要がある。本項では、特に宇宙線及びその他の γ線計数率の

算出方法について示す。 

これまでの経験から、海抜高度が上昇すると宇宙線起因の計数率が上昇することが分かってい
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る。宇宙線起因の γ線は、RSIシステムが測定している全エネルギー範囲 (30 keV～3,000 keV) で

計数されており、Tl-208が放出する 2,614 keVの γ線及びその散乱線の影響により、2,614 keV以

下の計数から宇宙線による計数を弁別することは一般に難しい。そこで、宇宙線だけを計数して

いると考えられる 2,800 keV以上の計数に着目した。Fig. 4-15に海抜高度と宇宙線の計数率の関

係例 32)を示す。この例は、沖縄と北海道での海上において、50 m～2,000 mの海抜高度で取得し

たデータのうち、2,800 keV以上の γ線の計数率をプロットしたものである。なお、RSIシステム

において、3,000 keV以上の計数は最終チャンネル (1,023 ch) に積算される。このように、海抜高

度と 2,800 keV 以上の γ 線の計数率は正の相関にあり、計測する場所に影響されない。また、

2,800 keVを超える γ線の計数率と 2,800 keV以下の計数率の比 (CR-Index) は高度に依存せず一定

の数値を示す。実測したデータを基に算出した CR-Indexについて Table 4-2に示す。CR-Indexは

機体と検出器の組み合わせごとに設定し、測定データにおける 2,800 keV以上の γ線計数率にCR-

Indexを乗じることで𝐶𝐶cosを算出し、全計数率𝐶𝐶allの減算に用いた。 

空気中ラドン子孫核種、ヘリコプター機体のバックグラウンド計数率の減算については、BG

フライト (地上からの放射線が届かないと考えられる対地高度約 900 mをフライト) を実施して得

られた γ線計数率を用いる。BGフライトによって陸地及び海上で取得したスペクトルの例をFig. 

4-16 に示す。このように、BG フライトで得られるスペクトルには陸地と海上とで顕著な差異は

なく、対地高度を十分に取れば陸地で得られたデータでもバックグラウンドの減算に用いること

が可能である。また、BG フライトで取得したデータを基に算出した、バックグラウンド計数率

の算術平均値を Table 4-2に記した。標準的な解析手法では、BGフライトで取得した γ線計数率

の算術平均値を、当該日に測定したエリア全体における𝐶𝐶airの代表値として取り扱い、全計数率
𝐶𝐶allの減算に用いた。しかしながら、空気中のラドン子孫核種濃度は日単位や季節単位で時間依
存的に変動し、地域依存性を持つことが知られている。よって標準的な解析手法によるからバッ

クグラウンドの減算には、ある程度の不確かさが伴うことが推察される。空気中ラドン子孫核種

による影響を測定点ごとに除去してバックグラウンド計数率を評価し、減算する手法 (ラドン弁

別手法) については 8章に詳述する。 

 
Fig. 4-15 海抜高度と 2,800 keV以上の計数率の関係の例 32) 

(a：沖縄海域、b：北海道海域) 

(図中の曲線は、測定データの指数関数による近似曲線である。)  
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Table 4-2 RSI システムとヘリコプターの組み合わせごとのバックグラウンド計数率及び CR-

Index 

 
 

 
Fig. 4-16 BGフライトで取得した陸上と海上での γ線スペクトル例 

 

4.5.2. 対地高度補正 

 

各測定点における対地高度と基準対地高度とのずれによって生じる γ線計数率の多寡を補正す

るために、テストラインで取得したデータを基に、実効的な空気減弱係数AFを求め、計算式 [2] 
から対地高度補正係数 HFを算出した。ここで、2022年度 (令和 4年度) より航空機モニタリング

解析システムを Python3 で動作するよう更新したのに伴い、AF は非線形最小二乗法により求め

ることとした。 

 

𝑯𝑯𝑯𝑯 = 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞[𝑨𝑨𝑯𝑯 (𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬 − 𝑯𝑯𝐦𝐦)] [𝟐𝟐] 

RSI System ヘリコプター機種(機体番号) 運航会社 CR-Index
バックグラウンド

計数率(s-1)

RSI 1 Bell430 (JA05TV) NNK 2.93 505

Bell412 (JA9616) AAC 2.97 417

Bell412 (JA6928) AAC 2.97 453

Bell412 (JA412N) NNK 2.97 450

NNK: 中日本航空株式会社、AAC: 朝日航洋株式会社

RSI 2
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ここで、 

𝐻𝐻𝐻𝐻:対地 高度補正係数 (Height correction Factor, (m−1)) 

𝐴𝐴𝐻𝐻: 空気減弱係数 (Attenuation Factor, (m−1)) 
𝐻𝐻std: 基準対地高度 (300 m) 
𝐻𝐻m:対地高度 (m) (楕円対地高度－DEM－ジオイド高度) 

である。 

対地高度は GPS で記録した楕円対地高度から、10 m メッシュの数値標高モデル  (Digital 

Elevation Model: DEM)39)及びジオイド高 39)を差し引いて求めた*1。Fig. 4-17に対地高度と計数率

の関係の例について示す。テストラインフライト中の対地高度及び計数率の平均値をプロットし、

非線形最小二乗法によって指数関数回帰を Python3 で実施し、最適化された曲線 (Fig. 4-17 中の

実線) の傾きを AFとした。指数関数回帰のあてはまりの良さは残差分散 (本報告では、実測値と

回帰による推定値との差の平方和を、データ数－説明変数の個数 (2個) で除算することで算出し

た。以下、RV) で評価した。RV は非負であり、小さいほど実測値と回帰による推定値がよく一

致していることを意味する。また、Fig. 4-17にはMicrosoft Excel®の指数近似機能によって得られ

た近似曲線 (本図中の点線) も併せて示した。本曲線は AFを算出するのに 2021年度 (令和 4年) 

まで利用していたもので、非線形回帰でなく指数関数の両辺を対数変換して線形回帰して得られ

たものである。このように、両者の差異は顕著ではないものの、非線形回帰の方が線形回帰より

も対地高度約 500 m の以下の領域で実測値によくフィットする傾向にあった。4.2 節に記載した

通り、空間線量率等の計算に用いる航空機モニタリングデータは対地高度が約 500 m以下のもの

に限定しているため、非線形回帰による AF の方が対地高度補正を行うのに、より適していると

思われる。 

ここで、実際に解析に使用した換算パラメータについて Table 4-3 に示す。本表に示した数値

は 2012年 (平成 24年) から 2014年 (平成 26年) (第 6次モニタリングから第 9次モニタリング及

び東日本第 3次モニタリングから東日本第 5次モニタリング) で取得した数値の算術平均値とそ

の標本標準偏差 (1σ) であり、今までに実施してきた福島原子力発電所周辺の空間線量率の評価

に一貫性を持たせる観点から、これらの換算パラメータを固定値として用いている (以下、固定

パラメータ)。これらの固定パラメータは上述の通り、Microsoft Excel®の指数近似機能によって

得られたものである。 

RSIシステムの健全性及び固定パラメータを用いることの妥当性を確認するために、2022年度

(令和 4年度) にテストラインフライトのデータを取得し空気減弱係数 AFを算出した。AFのデ

ータ一覧を Table 4-4 に示す。本表には、Python3 による非線形最小二乗法で算出した AF と

Microsoft Excel®による線形最小二乗法で算出した AF を併記した。いずれの手法を用いた場合

も、今年度取得した AFの平均値は Table 4-3で示した固定パラメータよりもやや小さくなる傾

 
*1GPS で測定される高度は、世界測地系で使用されている楕円体表面からの高さになっており、
標高 (飛行体の場合は対地高度) を求める場合には、測地学的に定義されている海水面の高さ (ジ
オイド高) を差し引く必要がある。ジオイド高は地域によって異なるが、日本においては 30 m～
40 mである。 
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向にあった。とりわけ、非線形最小二乗法による場合、Bell430 (JA05TV) については 10月 14日

にTestLine 1で取得したAF、Bell412 (JA9616) については 9月 11日にTestLine Aで取得したAF、

Bell412 (JA6928) では全ての AFについて、Table 4-3に示した固定パラメータの 1σから外れる程

に小さく算出された。線形最小二乗法による場合、上記の AFに加え、Bell430 (JA05TV) により

9月 25日にTestLine Aで取得したAFが固定パラメータの 1σから外れる程に小さく算出された。

両者の AFに顕著な差異があるわけではないが、非線形最小二乗法による AFの方がテストライ

ンの場所によらず概ね一定の値を示す傾向にあり、安定性に富むように思われる。AFの算出に

係る数学的なアプローチの違いがHF、ひいては空間線量率の計算値にどれほどの影響を与える

のか注視しつつデータを蓄積し、固定パラメータを継続して用いるか否かを都度、検討するこ

とが必要である。今年度は、今までに実施してきた福島原子力発電所周辺の空間線量率の評価

に一貫性を持たせることを重視し、固定パラメータを用いることとした。 

以上のことから、RSIシステムの健全性が確認でき、Bell412及び Bell430に対して固定パラメ

ータの AFを用いることは、現状では妥当であるとした。 

 
Fig. 4-17 対地高度と計数率の関係例 

(Bell412 (JA6928)、2022年 9月 14日、TestLine 4にて実施) 

 

Table 4-3 使用した空気減弱係数 AFのまとめ 

(表中の SDは各パラメータの標本標準偏差 (1σ) である。) 
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4.5.3. 空間線量率への換算 

 

RSI システムはヘリコプターの中に搭載するため、ヘリコプターの機底の遮蔽効果に依存して、

γ線計数率を地表面から 1 mの高さの空間線量率に換算するための係数 (CD) は変化すると考えら

れることから、機種または機体ごとに設定が必要である。AFと同様の理由で、CDも固定パラメ

ータを用いることを基本方針としている。固定パラメータとして用いている CD について Table 

4-5に示す。本表に示されているのは AFと同様に、2012年 (平成 24年) から 2014年 (平成 26年)  

(第 6次モニタリングから第 9次モニタリング及び東日本第 3次モニタリングから東日本第 5次モ

ニタリング) で取得した数値の算術平均値とその標本標準偏差 (1σ) である。RSIシステムの健全

性及びこれら CDを固定パラメータとして用いることの妥当性を確認するために、2022年度にお

けるテストポイントフライトデータを取得した。また、CD を算出するのに必要となる地上測定

値をテストポイントから半径 1,000 mの範囲において 60地点で取得した。 

CD は、テストポイントにおける地上測定値の平均値とテストポイント周辺で対地高度 300 m

を 3 分間ホバリングして得られた計数率の平均値との比から求めた。地上測定値として、3 分間

のホバリング中の緯度及び経度の平均値を求め、その地点から半径 500 m円内における平均値を

用いた。取得したデータを Table 4-6及び Table 4-7に示す。また、テストポイントにおける地上

測定値について、Fig. 4-18～Fig. 4-23に示す。なお、地上測定値は NaI(Tl)検出器の指示値であり、

天然放射性核種による寄与が含まれる。取得した CDにはややばらつきがみられたものの、平均

値と固定パラメータとの差異は、Bell412 (JA9616) を除けば、Table 4-5で示した 1σ以内であった。

Bell412 (JA9616) で取得した CDの平均値が固定パラメータから乖離した要因として、9月 11日

に TestPoint D及び TestPoint Eにおけるテストポイントフライトで取得した CDが平均値に悪影

響を及ぼしたことが挙げられる。当該フライトでは、雲を回避するために両テストポイントから

400 m～500 m 程度離れた位置で、かつ対地高度 300 m をうまく維持できない状況下でホバリン

グしたため、地上測定値と対比の良い計数率をうまく取得できず、従って本来得られるべき CD

から乖離したと推察される。このことから、テストポイントフライトは晴天時に限定して行い、

良質なデータを取得するよう努める必要がある。 

また、固定パラメータの妥当性を検証するために、Fig. 4-13 (中央及び右) に示した測線におい

て Bell412 (JA9616、JA6928及び JA412N)、Bell430 (JA05TV) によって対地高度 300 mでオーバー

ラップフライトを同日中に実施し、得られた γ線計数率の比較を行った。当該フライトで得た全

計数率に対して、オーバーラップフライトを実施した日における BGフライトで取得した計数率

及び Table 4-2に示した CR-Indexを適用してバックグラウンドを減算した後、Table 4-3に示した

AF を基に算出した HF により、基準対地高度 (300 m) における計数率に補正して (以下、CR-

Index・HF補正計数率) 比較した (Fig. 4-24)。本図中に示した回帰直線式の傾きが各ヘリコプター

機体同士の CR-Index・HF補正計数率の比であると解釈でき、この傾きが Table 4-5に示した CD

の比と一致することが望ましい。つまり、Bell412 同士及び Bell430 同士では 1.000、Bell412 / 

Bell430 ≒ 0.846がそれぞれの理想値である。この比が回帰直線の傾きと大きく異なる場合、いず

れかの機体の CDに対し、当該回帰直線における傾きと一致するように補正を施すことを検討す

る。Fig. 4-24 より、Bell412 (JA6928) / Bell412 (JA9616) ≒  0.913、Bell412 (JA6928) / Bell430 
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(JA05TV) ≒ 0.860、Bell412 (JA412N) / Bell430 (JA05TV) ≒ 0.960、Bell412 (JA6928) / (Bell412 

JA412N) ≒ 1.114であり、全てのヘリコプター機体間で理想値との差異は概ね 10 %前後に収まっ

た。ここで、CD は Table 4-5 に示した固定パラメータから 20 %前後は揺らぐことが分かってお

り、今回のオーバーラップフライトの結果と理想値との差異は許容範囲内であることから、いず

れの機体に対しても CDの補正を施す必要性は無いと判断された。このように、オーバーラップ

フライトの結果は解析に用いる CDの数値が妥当であるか、再設定を検討すべきかを判断するた

めの材料の一つとなる。 

以上のことから、RSIシステムの健全性が確認でき、Bell412及び Bell430に対して固定パラメ

ータの CDを用いることは、現状では妥当であるとした。 

 

Table 4-5 使用した空間線量率換算係数 CDのまとめ 

 

  

Value
Number
of Data

Value
Number
of Data

CD  ([s-1]/[µSv/h]) 11,000 ± 2,100 42 13,000 ± 2,800 65

※SD：標本標準偏差

SD(1σ） SD(1σ）

Bell412 (JA9616、JA6928及びJA412N) Bell430 (JA05TV)
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Fig. 4-18 地上測定データ (TestPoint 1) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。)  

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-19 地上測定データ (TestPoint 3) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-20 地上測定データ (TestPoint 4) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-21 地上測定データ (TestPoint 5) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-22 地上測定データ (TestPoint D) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-23 地上測定データ (TestPoint E) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)
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Fig. 4-24 オーバーラップフライトにおけるヘリコプター機種または機体ごとの CR-Index・HF

補正計数率の関係
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4.6. 放射性 Csの沈着量への換算方法 

 

4.6.1. 天然放射性核種の弁別と放射性 Cs起源の計数率の算出 

 

天然放射性核種の弁別方法は DOEが開発した MMGC法 (Man Made Gross Count) を参考にし

た 3)。本法は天然放射性核種のみを含む地域を測定して得られる γ 線スペクトルにおいて、放射

性 Csが放出する γ線エネルギー範囲外である 1,400 keV～2,800 keVの計数率と全計数率との比 

(BG-Index) が一定であることに着目し、放射性 Cs 起源の計数率を推定するものである。具体的

には、まず、ヘリコプター機種と RSIシステムの組み合わせごとに、福島原子力発電所事故由来

の放射性 Csによる影響がない地域をフライトして得られたデータを基に BG-Indexを算出する。

次に、実際のフライトデータの 1,400 keV～2,800 keVの計数率に BG-Indexを乗じて天然放射性核

種起源の計数率を計算し、これを全計数率から減算することで放射性 Cs 起源の計数率を推定す

る。最後に、放射性 Cs起源の計数率に換算係数を適用して、放射性 Csに起因する空間線量率に

換算したうえで地表面の放射性 Cs の沈着量に換算する。BG-Index 算出に用いるスペクトルの

ROI (Region of Interest) のイメージを Fig. 4-25に示す。また、BG-Indexの算出例を Fig. 4-26に示

す。本図に示したデータは、2011年度に関西地方において、1秒ごとに測定した γ線スペクトル

から BG-Index を求め、その頻度を示したものである。このようにばらつきはあるものの、正規

分布に近い形を示す。第 17次モニタリング及び東日本第 13次モニタリングで使用したヘリコプ

ター機種と RSIシステムの組み合わせごとに設定した BG-Indexについて Table 4-8に示す。ここ

で、前述の通り Bell412 (JA412N) については、航空機モニタリングにおいて過去に使用実績のな

い機体であるため、Fig. 4-13 (左) に示した場所において天然核種フライトを実施して得られた計

数率を基に BG-Indexを算出した。その結果、Bell412 (JA412N) の BG-Indexは 30.4となり、Table 

4-8に示したBell412の値とほとんど同一であった。以上のことから、本モニタリングで使用した

Bell412に適用する BG-Indexは Table 4-8の値に統一することとした。 

上記した放射性 Cs 起源の計数率及び地表面の放射性 Cs 沈着量の算出手順を以下に示す。ま

た、計算式を式 [3] に示す。 

① 測定で得られた γ線スペクトルから 1,400 keV～2,800 keVの計数率 (𝐶𝐶BG) を計算する。 

② 𝐶𝐶BGに BG-Indexを乗じて天然放射性核種起源の計数率 (𝐶𝐶nat) を推定する。 

③ 𝐶𝐶all－𝐶𝐶nat－𝐶𝐶cos－𝐶𝐶airにより、放射性 Csに起因する計数率 (𝐶𝐶Cs) を求める。 
④ 𝐶𝐶Csに HFを乗じ、CDで除することで放射性 Csに起因する空間線量率 (𝐷𝐷Cs) を算出する。 

⑤ 式 [3] より、𝐷𝐷Csを空間線量率－放射能換算係数 (CF ([µSv/h]/[kBq/m2]); 4.6.2 項にて詳述す

る。) で除して地表面の放射性 Csの沈着量𝑹𝑹𝑹𝑹 (kBq/m2) を求める。 

 

𝑹𝑹𝑹𝑹 = 𝑫𝑫𝐂𝐂𝐜𝐜
𝑪𝑪𝑯𝑯 [𝟑𝟑] 

  

- 52 -

JAEA-Technology 2023-027



 

 

ここで、 

𝐷𝐷Cs = 𝐻𝐻𝐻𝐻 𝐶𝐶Cs
𝐶𝐶𝐷𝐷  

𝐶𝐶Cs = 𝐶𝐶all－𝐶𝐶nat－𝐶𝐶cos − 𝐶𝐶air 
𝐶𝐶nat = 𝐶𝐶BG 𝐵𝐵𝐵𝐵‐ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼  

である。なお、詳細は 4.12 節に述べるが、CF の単位は本来  [μGy/h]/[kBq/m2] であり、

[μSv/h]/[kBq/m2] に換算するにあたり、Gy : Sv = 1 : 1.2とした。 

 

 
Fig. 4-25 放射性 Csに起因する計数率の算出イメージ 

 

Fig. 4-26 BG-Indexの算出例 

(関西地方において 1 秒ごとに測定した γ 線スペクトルから求めた BG-Index と頻度の関係、全

16,000データ：Bell430 (JA05TV) で取得したデータの一例) 

 

1,000 1,500 2,000 2,500 3,0000 500

=(b)×BG-Index
(a)+(b)：天然放射性核種の計数率

放射性Csの計数率

BG-Index

標本標準偏差 8.96
算術平均値 30.8
標本標準偏差 8.96
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Table 4-8 BG-Index一覧 

  
 

4.6.2. 空間線量率－放射能換算係数 

 

航空機モニタリングでは、地上の放射性 Csの沈着量に換算する場合に、文献 40),41)に示される

空間線量率－放射能換算係数 (Conversion Factor: CF ([µGy/h]/[kBq/m2]) ) を使用する。CFは、土

壌への放射性 Cs の浸透度を示す重量緩衝深度 (β) によって異なった値が設定されている 40)。こ

れまで、航空機モニタリングにおいては、過去との比較を考慮し β = 1.0 (g/cm2) のときの CFを

継続的に使用している。一方、規制庁と原子力機構が行っている放射性物質分布状況等調査の結

果 42), 43)から、福島原子力発電所から 80 km圏内の土壌において、重量緩衝深度 (β) が年々変化し

ていることが報告されている。ここで調査されている β は、環境中での放射性 Cs の動態観測が

目的であるため、人間活動による影響の少ない土壌を対象としている。一方、航空機モニタリン

グの対象は森林のような人間活動が希少な場所から住宅地や農地のような人間活動がある程度活

発な場所まで多様な土地を含んでいる。さらに、その土地の利用の方法や程度は年々変わってゆ

く。このような多面的な因子を考えると、β を固定することは合理的ではないが、従来との比較

のために 1.0 とした場合について解析するとともに、β に他の値を与えた場合に換算係数がどの

程度影響があるかを以下に示す。 

Fig. 4-27に参考文献 40),41)に示されている βと CFの関係について示す。本図では、対数による

近似曲線を記載したように、βと CFは対数関係にある。例えば、β = 1.0 (g/cm2) と β = 2.0 (g/cm2) 

にした際の放射性 Cs の沈着量と地表面から 1 m の高さの空間線量率の換算係数 

([µGy/h]/[kBq/m2]) には、Cs-134、Cs-137ともに 16 %程度の差がある。このように、βの設定によ

り放射性 Csに対する CFは変化するため、適切な βの設定を行って航空機モニタリングによる、

地上の放射性 Cs の沈着量への換算に適用することは今後の課題である。本報告における解析の

基本的な方針としては、Fig. 4-27 に示した β の設定値が及ぼす放射性 Cs沈着量換算係数への影

響は参考情報に留め、過去との比較を考慮して緩衝深度 β = 1.0 (g/cm2) の場合の換算係数 40),41)を

適用した。 

Helicopter (Body No.) RSI System Operation Company BG-Index
Bell430 (JA05TV) RSI 1 NNK 33.7
Bell412 (JA9616) AAC
Bell412 (JA6928) AAC
Bell412 (JA412N) NNK

NNK: 中日本航空株式会社、AAC: 朝日航洋株式会社

30.3RSI 2
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Fig. 4-27 重量緩衝深度 βと空間線量率－放射能換算係数 CFの関係 

 (参考文献 40),41)のデータを基に対数による近似曲線を表示) 
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4.7. 減衰補正 

 

福島原子力発電所事故により放射性核種が放出されてから時間が経過し、半減期の短い核種は

ほぼ検出されないレベルにまで減衰しており、2011年 (平成 23年) 8月 13日以降では、Cs-134と

Cs-137が評価対象核種である。ここでは、空間線量率から放射能への Cs-137換算係数、Cs-134 / 

Cs-137 濃度比及び測定時点の空間線量率を評価時点の空間線量率に補正する方法について記述

する。空間線量率から放射能への換算は、重量緩衝深度 β = 1.0 (g/cm2) の場合の CFを適用し、

あらかじめ求めておいた Cs-134 / Cs-137濃度比を用いて、地表面から 1 mの高さの空間線量率か

ら地表面における Cs-134及び Cs-137の放射性物質濃度に換算した。Cs-134 / Cs-137濃度比は同

年 8月に福島県で 50ポイント以上の可搬型ゲルマニウム半導体検出器 (以下、可搬型 Ge検出器) 

による測定データを取得し、同年 8月 13日時点での Cs-134 / Cs-137 = 0.917 (B0) を基本とした。

その基準日から航空機モニタリングのデータ取得完了日に減衰補正して換算した。データ取得完

了日における Cs-137の濃度 (CCs-137) 及び Cs-134の濃度 (CCs-134) は航空機モニタリングデータか

ら求まる全空間線量率から、天然放射性核種によるバックグラウンドに起因する空間線量率を引

いた空間線量率 (ECs-137+Cs-134 (μSv/h) ) 及びデータ取得完了日における Cs-134 / Cs-137濃度比 (B) を

用い、下記の式 [4]、[5] から算出する。 

 

𝑪𝑪𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 = 𝑨𝑨 𝑬𝑬𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏+𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 [4] 
 

𝑪𝑪𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 = 𝑩𝑩 𝑪𝑪𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 [5] 
 

ここで、データ取得完了日における空間線量率から Cs-137濃度に換算するための係数 (A) は、

式 [6] で表される。 

 

𝑨𝑨 = 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝛌𝛌𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝒕𝒕)
𝑪𝑪𝑪𝑪𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝛌𝛌𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝒕𝒕) + 𝑩𝑩𝟎𝟎 𝑪𝑪𝑪𝑪𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝛌𝛌𝐂𝐂𝐂𝐂‐𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝒕𝒕) [6] 

 

ここで、tは基準日 (2011年 8月 13日) からの経過時間、λCs-137及び λCs-134は崩壊定数 (0.693 / 物

理的半減期) としている。 

なお、放射性 Csの物理的半減期を考慮した空間線量率は、以下のような手順に基づいて算出

している。 

① 換算した放射性 Cs放射能を航空機モニタリングの取得完了日に合わせて減衰補正する。 

② ①で得られた値を CFで除して、放射性 Cs由来の空間線量率に換算する。 

③ ②で得られた値にバックグラウンド空間線量率を加算し、全空間線量率とする。 
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4.8. 検出限界値 

 

検出限界値 (Limit of Detection) と信頼性について評価を行った。式 [7] 及び式 [8] に航空機モニ
タリングにおける全空間線量率への換算方法及び放射性 Cs の沈着量の換算式について示す。本

式をもとに、検出限界値及び信頼性について検討を行った。前述した通り、式[8]における CFの

単位は本来 [μGy/h]/[kBq/m2] であるが、[μSv/h]/[kBq/m2] に換算するにあたり、Gy : Sv = 1 : 1.2と

した。 

 

𝑫𝑫 =
(𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜 − 𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚) 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞[𝑨𝑨𝑯𝑯(𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬 − 𝑯𝑯𝐦𝐦)]

𝑪𝑪𝑫𝑫 [𝟕𝟕] 

 

𝑹𝑹𝑹𝑹𝟏𝟏𝟑𝟑𝟏𝟏 =
(𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑪𝑪𝐧𝐧𝐚𝐚𝐧𝐧 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜 − 𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚) 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞[𝑨𝑨𝑯𝑯(𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬 − 𝑯𝑯𝐦𝐦)] 𝑹𝑹 𝟏𝟏𝟑𝟑𝟏𝟏

𝟏𝟏𝟑𝟑𝟏𝟏+𝟏𝟏𝟑𝟑𝟕𝟕
 𝑫𝑫𝑪𝑪𝟏𝟏𝟑𝟑𝟏𝟏

𝑪𝑪𝑫𝑫 𝑪𝑪𝑯𝑯 [𝟖𝟖] 

 

ここで、式 [7] については、 

𝐷𝐷: 全空間線量率 (µSv/h) 
𝐶𝐶all: 全計数率 (s−1) 

𝐶𝐶cos: 宇宙線に起因する γ 線計数率(s−1) = 𝐶𝐶cos 𝐶𝐶𝐶𝐶‐ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 (𝐶𝐶cos: > 2,800 keV の計数率) 
𝐶𝐶air:空気中ラドン子孫核種びヘリコプター機体に起因するバックグラウンド計数率 (s−1) 

𝐶𝐶𝐷𝐷: 空間線量率換算係数 ([s−1]/[µSv/h]) 
𝐴𝐴𝐻𝐻: 空気減弱係数 (m−1) 
𝐻𝐻std: 基準対地高度 (300 m) 
𝐻𝐻m: 測定対地高度 (m) 

であり、さらに式 [8] については、 

𝐶𝐶𝐼𝐼134: 放射性 Cs の沈着量 (Bq/m2) (以下、Cs‐ 137 の場合は 134 を 137 に読み替える。) 
𝐶𝐶nat: 天然放射性に由来する γ 線計数率(s−1)

= 𝐶𝐶BG 𝐵𝐵𝐵𝐵‐ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 (𝐶𝐶BG: 1,400 keV～2,800 keV の計数率) 
𝐶𝐶𝐻𝐻: 空間線量率 −放射能換算係数 ([µSv/h]/[Bq/m2]) 40),41) 

𝐶𝐶 134
134+137

:全放射性 Cs 放射能に対する C𝑠𝑠‐ 134 の放射能割合 

𝐷𝐷𝐶𝐶134: 減衰補正係数 

= exp(−𝜆𝜆𝜆𝜆) (𝜆𝜆: Cs‐ 134 の崩壊定数、𝜆𝜆: 2011 年 8 月 13 日からの経過時間) 
である。 

 

4.8.1. 放射性 Csの沈着量の検出限界値 

 

放射性 Csの沈着量は、γ線スペクトルのデータからバックグラウンド (宇宙線、空気中ラドン

子孫核種及びヘリコプター機体に起因するバックグラウンド計数率) を差し引き求めている。放
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射性 Cs の沈着量の検出限界値を求める上で、実際の測定データから、差し引くバックグラウン

ドを考慮し、各々の計数誤差の 3σ を計算した。この数値を計数率の検出下限とし、RSI システ

ムの標準的なCD (13,000 [s-1]/[µSv/h]) 及び β = 1.00 (g/cm2) の場合のCFで空間線量率に換算する。

実際のバックグラウンドの計数率の数値は、空間線量率の場合に用いたBGairとBGcos以外にBGnat

が含まれる。ここでは、バックグラウンド計数率を標準的な 3,000 s-1とし計算を行った。この条

件を、式 [9] に当てはめると、767 s-1となる。これに、標準的な CD (13,000 [s-1]/[µSv/h]) を用い

て空間線量率に換算する。さらに Cs-134と Cs-137の組成比を第 17次モニタリングの減衰補正日

である 2022年 (令和 4年) 9月 30日における 0.028とし、β = 1.00における CF (Cs-134：5.33 × 10-

3 [μSv/h]/[kBq/m2], Cs-137：2.08 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2]) を用いて、放射性 Csの沈着量の検出下限

値を求めた。なお、CFの単位を [(μGy/h)]/[kBq/m2] から[(μSv/h)/(kBq/m2)] に換算する際、Gy : Sv 

= 1 : 1.2とした。この結果、放射性Csの沈着量の検出限界値は、約 27 kBq/m2と評価できた (Table 

4-9)。 

ここで参考情報として、第 17 次モニタリングと同時期に規制庁と原子力機構により実施され

た、可搬型 Ge 検出器による測定結果から評価された β = 4.3143)を適用した場合を考える。Fig. 

4-27に示した近似曲線式に βを代入し、[(μSv/h)/(kBq/m2)] に換算して得られる CFは、Cs-134：

3.51 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2]、Cs-137：1.37 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2] である。これら CFを基に、上

記と同様な仮定の下で算出される放射性Csの沈着量の検出限界値は約44 kBq/m2であり、β = 1.00

の場合より 1.6 倍程度大きくなる。このように、β の設定値が航空機モニタリングにおける放射

性 Csの検出限界値に及ぼす影響は比較的大きい。以上のことから、放射性 Csの分布状況を正確

に把握するには、βの適切な設定が肝要である。 

 

Table 4-9 RSIシステムの検出下限値 

RSI System 

Limit of detection 

Dose rate at 1m above 

the ground (μSv/h)  

Radioactivity of deposition 

radiocesium (kBq/m2)* 

RSI 1, RSI 2 0.011 27 

* Total BG count: 3,000 s-1 

Evaluated value on 30, Sep. 2022 
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4.8.2. 空間線量率の検出限界値 

 

航空機モニタリングにより算出される空間線量率は BGairと BGcosに影響を受ける。これまでの

測定結果 17),18),19),20),22),24),26)を見ると、𝐶𝐶cosは概ね 200 s-1～500 s-1の範囲に入ることが分かってい

る。また、𝐶𝐶airは海上の測定データから宇宙線成分を減算することにより算出した結果、約 400 

s-1であったことから、バックグラウンド計数率 (𝑵𝑵𝐁𝐁) を𝑵𝑵𝐁𝐁 = 𝐶𝐶cos+𝐶𝐶air = 900 s-1として検出下限値

の評価を行った。 

一般的に、検出下限値を求める際には、バックグラウンド計数率 (𝑵𝑵𝐁𝐁) の標本標準偏差 (σ) を式 

[9] に示した Currieの式 44)に当てはめ、検出下限値 (𝑵𝑵𝐃𝐃) を算出する。 

 
𝑵𝑵𝐃𝐃 = 𝟏𝟏.𝟔𝟔𝟔𝟔𝟑𝟑𝝈𝝈𝑵𝑵𝐁𝐁 + 𝟐𝟐.𝟕𝟕𝟕𝟕𝟔𝟔 [𝟗𝟗] 

 

𝑵𝑵𝐁𝐁を 900 s-1とすると、𝑵𝑵𝐃𝐃は 142 s-1となる。これに、RSI システムの標準的な CD (13,000 

[s- 1]/[µSv/h]) から RSIシステムによる空間線量率の検出限界値を計算すると、約 0.011 µSv/hとな

る (Table 4-9)。 

 

4.9. 不確かさ 

 

本手法において、航空機モニタリングにより算出される空間線量率における不確かさの要因と

しては、式 [7] から、以下の事項が挙げられる。 

・ 検出器の計数誤差：一般的に、計数率に対して統計的な誤差が生じる。 

・ CDの選択：Table 4-3に示したように、固定パラメータに対して、測定状況により 20 %程

度の誤差が生じる。本測定の経験を重ねてきた現在では、その不確かさは小さくなってき

ている。 

・ 高度補正係数 HF の選択：CD と同様に、テストラインフライトデータ測定得状況により

5 %前後の不確かさが生じる。 

・ 高度情報に係る誤差：航空機モニタリングにおいて海抜高度は GPSで測位しているが、衛

星の位置等の測位状況によっては、海抜高度に最大 30 m程度の誤差が生じる。本誤差を低

減する手法について検討できておらず、今後の課題である。 

・ ラドン子孫核種の影響：日本においては、特に冬場に大陸由来のラドン子孫核種の影響が

比較的大きいことが知られている。これまでの測定の中でも空気中ラドン子孫核種の影響

を示唆するデータが取得されており、その詳細については 8章に述べる。 
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4.10.  補間方法 

 

空間線量率や放射性物質沈着量のマッピングは、国際原子力機関 (IAEA) から標準的な方法が

示されている 45)。補間方法には、IDW (Inverse Distance Weighted：逆距離加重法)、クリギング 

(Kriging)、スプライン (Spline)、Natural Neighbor 等の多くの方法が存在する。本報告では、2011

年 4月 6日～29日にかけて実施された第 1次航空機モニタリングの解析を担当した DOEが用い

た IDW を踏襲し、それ以後の解析を行った。IDW とはある補間地点の近傍にある複数のサンプ

ル点の測定値を補間地点からサンプル点までの水平距離の逆数のべき乗関数により重み付け平均

することで、ある補間地点における値を推定する方法である。IDW による、ある補間点におけ

る推定値は以下の式 [10] で表される 46)。 

 

𝒛𝒛�̂�𝟕 =
∑ 𝑹𝑹𝐍𝐍𝐍𝐍(𝒑𝒑𝟕𝟕,𝒑𝒑𝒊𝒊)−𝝀𝝀𝒛𝒛𝒊𝒊𝐜𝐜
𝐚𝐚=𝟏𝟏
∑ 𝑹𝑹𝐍𝐍𝐍𝐍(𝒑𝒑𝟕𝟕,𝒑𝒑𝒊𝒊)−𝝀𝝀𝐜𝐜
𝐚𝐚=𝟏𝟏

[𝟏𝟏𝟕𝟕] 

ここで、 

𝒛𝒛�̂�𝟕：補間地点における空間線量率の推定値 

𝑹𝑹𝐍𝐍𝐍𝐍(𝑝𝑝0,𝑝𝑝𝑖𝑖) (i = 1, 2, …, s) ：補間地点𝒑𝒑𝟕𝟕からサンプル点𝒑𝒑𝒊𝒊までの水平距離 

𝒛𝒛𝒊𝒊：各サンプル点が持つ実測値 

s：補間地点から近傍のサンプル点 

である。 

IDW による補間の条件として「補間地点とサンプル点間の距離が大きくなるにつれて、その

補間地点においてサンプル点が推定値に与える影響が減衰していく」ことが前提になる。そのた

め、推定する (重み付け平均) 値は補間地点から近傍 s点の最高値より大きくならず、最低値より

小さくなることはない。また、IDW には複雑なパラメータ設定が不要である。必要となるのは、

補間地点とサンプル点間の距離に応じて影響度を制御する乗数 λと内挿処理の対象となるサンプ

ル点数 sの 2つである。IDWでは λと sの設定によって結果が異なってくるが、最良の値を決定

するための基準が存在していない。λ が大きいほど、補間地点近傍データの影響力が相対的に大

きくなり、一般的に 2がよく用いられるが、必ずしも 2が最良であるとは限らない。本報告では、

今まで積み上げてきた経験から、λとして 2.3、sとして 180を採用した。ちなみに、第 3次航空

機モニタリングの空間線量率の RMSE (Root Mean Squared Error: 二乗平均平方根誤差) は 0.208で

あった。Fig. 4-28にパラメータ設定の異なる場合の空間線量率マップを示す。λを 2.3、sを 180

とした Fig. 4-28 a) と λを 2.0、sを 12とした Fig. 4-28 b) を比べると、両者とも概ねの分布傾向は

一緒であるが、線量のレンジの境界をみると a) の方がなめらかになっていることが分かる。 

航空機モニタリングにおいては Fig. 4-4に示した通り、対地高度約 300 mから測定を実施する

が、ヘリコプター直下の地上を中心とする半径 300 m円内における放射線量の平均値が測定され

る。空間線量率等のマッピングにおいては、地域基準メッシュ (1 km) をベースとしつつ、上記

の測定範囲を考慮して 250 mにメッシュサイズを決定した。 
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a) λ = 2.3, s = 180 b) λ = 2.0, s = 12 

*第 3次モニタリングの測定結果を使用 

Fig. 4-28 IDWに入力するパラメータとマップの関係 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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4.11.  地上測定値との比較 

 

航空機モニタリングの妥当性を検証するために、測定対象区域から地形的に平坦な場所でかつ

航空機モニタリング測線近傍の地点を選定し、地上測定を行った。地上測定の方法は 4.3 節の

「テストポイントフライト」で記載したものと同一である。また、測線と地上測定地点間の水平

距離は概ね 50 m 以内である。Fig. 4-29 に航空機モニタリングによる空間線量率と地上測定値と

の比較を示す。比較は散布図 (左) 及び相対誤差 ( (航空機モニタリングによる空間線量率 – 地上

測定値) / 地上測定値) のヒストグラム (右) で行った。ここで、相対誤差が 0であれば航空機モニ

タリングによる空間線量率と地上測定値が一致し、正であれば航空機モニタリングによる空間線

量率の方が大きく、負 (ただし、-1.0が最低値である。) であれば航空機モニタリングによる空間

線量率の方が小さく評価されたことを意味する。散布図を見ると、93 % (全 350点中 327点) のプ

ロットがファクター2 に収まり、地上測定値と非常に良く整合した。相対誤差のヒストグラムは

-0.5～0.5 に主要な分布がある一方で、0.5～1.0 及び 1.0 付近に別の分布があり、弱いながらも多

峰性が見られた。相対誤差の主要な分布から外れたデータのほとんどが東日本第 13 次モニタリ

ングにおいて山間部で測定されたものであり、Bell412 (JA6928 及び JA412N) で測定した範囲に

ついては栃木県西部から群馬県東部にかけて広がる足尾山地の周辺、Bell430 (JA05TV) で測定し

た範囲については福島県西部の越後山脈の周辺であった。つまり、航空機モニタリングでは山間

部において、地上測定値に対して空間線量率を 2倍近く過大評価する場合がある。また、他の信

頼のできる地上測定値として、同時期に実施された規制庁と原子力機構が行っている、福島県内

における NaI(Tl)検出器 (日立製作所製 TCS-172B) を用いた地上測定値及び可搬型 Ge 検出器 

(Canberra製 Falcon 5000) を用いた Cs-137の沈着量の測定値 43)を用いて、Fig. 4-29と同様にして

航空機モニタリングによる計算結果と比較した。なお、可搬型 Ge 検出器による測定値から地表

面の放射性 Cs沈着量に換算する際に用いる重量緩衝深度 (β) として 4.31 (g/cm2) が設定されてい

る 43)。空間線量率の比較及び放射性 Csの沈着量の比較について、Fig. 4-30及び Fig. 4-31にそれ

ぞれ示す。散布図においてファクター2 を指標とすると、空間線量率においては 91 % (全 5,002

点中 4,549点)、Cs-137沈着量においては 48 % (全 219点中 104点) が収まった。空間線量率に関

しては航空機モニタリングによる計算値は概ね地上測定値を再現できていると思われるが、Cs-

137沈着量に関しては可搬型 Ge検出器による地上測定値が 100 kBq/m2以下の領域で、航空機モ

ニタリングによる計算値がファクター2 を逸脱するプロットが特に多い。このことから、航空機

モニタリングによる Cs-137の沈着量の計算値は 100 kBq/m2以下の領域において、妥当性にやや

乏しいと思われる。次に相対誤差のヒストグラムを詳細に見ると、空間線量率については、ピー

クは 0付近に位置しているように見えるが、-1.0から 0.0までの累積頻度は 35 %であり、0以上

の領域に頻度分布がやや偏っている。また平均値は 0.24、中央値は 0.13 であることから、正規

分布からはやや逸脱した分布であることが窺われ、航空機モニタリングによる空間線量率の方が

10 %から 25 %程度は大きくなる傾向にあった。航空機モニタリングでは、除染等により生じた

局所的な空間線量率の低下を反映できていないことが推察される。また、Cs-137 沈着量につい

ては相対誤差が広く分布しており、2.0を上回る領域 (航空機モニタリングの方が 3倍以上過大評

価) に 20 %程度の特に大きな頻度が確認できる。加えて、平均値は 2.07であるのに対し中央値が
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0.10 であり、航空機モニタリングによる Cs-137 沈着量の計算値の方が明らかに大きく偏る傾向

が示された。航空機モニタリングでは比較的広範囲を測定対象とすることに加え、全計数率に換

算係数等を適用することで Cs-137 の沈着量を大まかに計算することから、その計算値には種々

の不確かさが伴う。一方、可搬型 Ge 検出器は局所域を測定対象とし、エネルギー分解能に非常

に優れ、詳細なスペクトル解析が可能である点で航空機モニタリングとは異なる。また、航空機

モニタリングでは、前述の通り森林域や道路の多い都市域の重量緩衝深度の推定が難しいため、

測定範囲全域で β = 1.0 (g/cm2) を一律に適用しており、その違いも影響していると考えられる。

よって現状では、地上測定による Cs-137 の沈着量を航空機モニタリングで再現するには困難な

点があると思われる。今後、地上測定値との比較をしつつ、土地利用区分に応じて、より適切な

βの設定値について検討するなどし、Cs-137沈着量の計算精度の向上に取り組む必要がある。 

なお、地上測定値との比較については、以下のような要因を考慮しなくてはならない。 

① 測定の範囲の違い：空中からの測定値は、上空を頂点とし対地高度を高さとした円錐の底面
部分に該当する地上の放射線の平均値となる。実際には、測定される範囲は地上の半径 300 

m円内における放射線量の平均値となる。一方、地上測定による測定範囲は半径 30 m程度の

円の放射線量の平均値となる。よって、地上の放射線分布が一様の場所では整合しやすいが、

地上の空間線量率の分布が均一でない場所では、測定結果が整合しにくいと考えられる。 

② 周辺からの影響：地上の測定場所の近傍に大きな建物や森林等がある場合には、建物や樹木
に沈着している放射性物質が地上測定に影響する可能性がある。また、上空で測定する場合

においては、建物や森林等が地表面からの放射線を遮蔽するため、単純に比較できない場所

がある。なお、本章において、比較用に取得した地上測定値は比較的地形が平坦な場所が多

く、条件がよい場所を選定している。 

 

 
Fig. 4-29 測線近傍における地上測定値と航空機モニタリングによる空間線量率の比較 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 4-30 ランダムな位置における地上測定値と航空機モニタリングによる空間線量率の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 43)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 

 

 
Fig. 4-31 可搬型 Ge検出器による地上測定値と航空機モニタリングによる Cs-137沈着量の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 43)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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4.12.  天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの作成 

 

天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの作成手法は 2014 年度 (平成 26 年度) に開発し

た 18),47)。航空機モニタリングで使用している RSIシステムは γ線のエネルギーを計測しているた

め、天然放射性核種由来の空間放射線量率を放射性 Cs による空間放射線量率と弁別して計測が

可能である。しかしながら、これまで、放射性 Csの影響の大きな地域においては、K-40の放出

する 1,461 keVのエネルギーピークの領域に、Cs-134の放出する 1,365 keV (放出率 3.0 %) が干渉

するため、正確な評価が難しかった。これらのピーク弁別に関数適合法 40)を適用することによ

って、天然放射性核種由来の空間放射線量率マップを作成した。 

航空機モニタリングで使用している NaI(Tl)検出器では前述のように、放射性 Csの影響が一定

以上ある地域において K-40 の計数率を弁別することは難しい。Fig. 4-32 に典型的な γ 線スペク

トルの例を示す。このような、お互いが干渉したスペクトルを弁別する手法として関数適合

法 48)が有効である。本手法は、2 つのピークをガウス関数でそれぞれフィッティングし、干渉し

ている部分の切り分けを行う。Fig. 4-32のようにエネルギーピークを 2つのガウス分布が干渉し

ていると仮定した式 [11] を使用した。 

 

𝑺𝑺(𝒊𝒊, 𝒋𝒋) = 𝒂𝒂 + 𝒃𝒃𝒃𝒃 + 𝒄𝒄𝒊𝒊 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞 [−
(𝒃𝒃 − 𝒃𝒃𝒊𝒊)𝟐𝟐
𝟐𝟐𝝈𝝈𝒊𝒊𝟐𝟐

] + 𝒄𝒄𝒋𝒋 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞 [
−(𝒃𝒃 − 𝒃𝒃𝒋𝒋)

𝟐𝟐

𝟐𝟐𝝈𝝈𝒋𝒋𝟐𝟐
] [𝟏𝟏𝟏𝟏] 

 

ここで、S (i,j) は計数率、Eは γ線エネルギー (keV)、Eiはピークエネルギー (keV)、σ2はピー

クの分散 (keV)、a + bEはベースライン、cは正味のピーク計数率、i,jは複合ピークのそれぞれの

核種である。ピークの平均エネルギーや分散はフライト中に変わらないと仮定し、予め平均デー

タから決定した。ここから、一般逆行列を用いて 1 秒ごとに a、b、ci、cjを求め、1,365 keV の

Cs-134が 1,400 keV以上のエネルギーへ与える寄与割合から、Cs-134由来の 1,400 keV～2,800 keV

に与える積算計数率 (Cs1400) を算出した。 

次に、地表面から 1 mの高さの空間線量率 (Dnr) への換算に使用した評価式を式 [12] に示す。
従来の航空機モニタリング手法で使用している換算式に、Cs1400を除外するために必要な計数を

追加した。 

 

𝑫𝑫𝐧𝐧𝐚𝐚 =
(𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟕𝟕𝟕𝟕 − 𝑩𝑩𝑩𝑩𝟏𝟏𝟏𝟏𝟕𝟕𝟕𝟕 − 𝑪𝑪𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟕𝟕𝟕𝟕) 𝑩𝑩𝑩𝑩‐ 𝑰𝑰𝑰𝑰𝑹𝑹𝑰𝑰𝑰𝑰 𝑯𝑯𝑯𝑯𝟏𝟏𝟏𝟏𝟕𝟕𝟕𝟕

𝑪𝑪𝑫𝑫 [𝟏𝟏𝟐𝟐] 

 

ここで、C1400は 1,400 keV～2,800 keVの積算計数率 (s-1)、BG1400は宇宙線由来の 1,400 keV～

2,800 keV の積算計数率 (s-1)、Cs1400はラドン壊変生成物由来及びヘリコプター機体に起因する

1,400 keV～2,800 keVの積算計数率 (s-1)、BG-Indexは、福島原子力発電所事故由来の放射性 Csが

沈着していない地域における全計数率と 1,400 keV～2,800 keV の積算計数率の比率、HF1400は

1,400 keV～2,800 keV の積算計数率に対する高度補正係数、CD は空間線量率換算係数 

([s- 1]/[μSv/h]) である。1,400 keV～2,800 keVの計数率が比較的小さいため、これらの係数を算出
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する際には検出限界値を低くするために、積算計数率に対し 21点 (21秒) の移動平均を使用した。

ヘリコプターの平均移動速度を約 50 m/sとすると、平均した測定エリアは 1 km (50 m/s × 21 s ≒ 

1,000 m) となる。1,400 keV～2,800 keVに対する空気減弱係数 AFは、4.5.2項で示した固定パラ

メータと同様に、2014年 (第 9次モニタリング及び東日本第 5次モニタリング) に実施したテス

トラインフライトの結果を基に Microsoft Excel®の指数近似機能で算出した値の算術平均値であ

る。1,400 keV～2,800 keVに対する空気減弱係数を Table 4-10に示す。本表には、通常の航空機

モニタリングで使用している全エネルギー領域 (30 keV～2,800 keV) で算出した空気減弱係数を

参考データとして併記した。本手法において対象としている γ線エネルギー領域の平均値は、全

エネルギー領域を対象とした場合よりも大きいため、空気により減弱される度合いが比較的小さ

くなる。従って、1,400 keV～2,800 keV に対する空気減弱係数が比較的小さくなっていることが

分かる。CDについては、各使用ヘリ機種 (Bell412及び Bell430) において、2012年度から 2022年

度までに算出した CDと地上測定値との関係を調べたところ、空間線量率依存性が特に認められ

なかったことから、Table 4-5に示した固定パラメータの数値と同一とした。地上測定値と算出し

た CDの関係について Fig. 4-33 (Bell412) 及び Fig. 4-34 (Bell430) に示す。 

4.3 節に記載した通り、CD の算出には地上測定値として NaI(Tl)検出器による地上測定値 

(μSv/h) を用いている。空間放射線量の測定単位に Svを用いているNaI(Tl)検出器は通常、1 cm線

量当量 (周辺線量当量) でキャリブレーションされているため、航空機モニタリングで算出され

る空間線量率は必然的に 1 cm線量当量率 (周辺線量当量率) を意味することになる。しかしなが

ら、本項で作成する空間線量率マップは環境放射線に起因する空間放射線量を表現したものであ

り、このようなマップでは通常、放射線量率の単位として空気吸収線量率 (μGy/h) が用いられる

ため、単位の換算が必要となる。空気吸収線量 (または自由空気中空気カーマ) から 1 cm線量当

量 (周辺線量当量) への換算手法についてはモンテカルロ法を用いた計算による評価例 49)や自然

放射線の実測から算出した例 50)がある。自然環境中における γ線の実効的エネルギーが 0.5 MeV

付近であると仮定した場合、いずれの例においても空気吸収線量 (Gy) : 1 cm線量当量 (Sv) は概

ね 1 : 1.2と評価されている。以上のことから、式 [12] で求めた地表面から 1 mの高さの空間線

量率𝐷𝐷nr (μSv/h) を 1.2 で除することにより、航空機モニタリングによる空間線量率 (μSv/h) を空

気吸収線量率 (μGy/h) に変換して、天然放射性核種由来の空間放射線量率マップを作成した。 

福島原子力発電所周辺における、放射性 Cs の寄与分を取り除いた天然放射性核種由来の空間

放射線量率マップと、取り除かれた放射性 Cs 由来の空間線量率マップを Fig. 4-35 に示す。Fig. 

4-35 (左) に示した天然放射性核種由来の空間放射線量率マップには Fig. 4-35 (右) に示したマップ

のような発電所から北西方向への分布が見られない。このことから、本手法により放射性 Cs の

影響を弁別できていると思われる。一方で、定量的な評価を行うため、福島県内において可搬型

Ge 検出器による測定で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率 43)と航空機モニタリング

で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率を比較した結果を Fig. 4-36に示す。可搬型 Ge

検出器による測定では天然放射性核種として、K-40 (1,461 keV)、ウラン系列では Pb-214 (352 

keV) 及び Bi-214 (1,765 keV)、トリウム系列では Tl-208 (583 keV) 及び Ac-228 (911 keV) を評価対

象としており、Fig. 4-36 にプロットされているのは上記の核種に由来する空気吸収線量率 (空気

カーマ率) の合計値である。ただし、可搬型 Ge検出器による測定を実施した 383地点の内 94地
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点は測定時に降雨があったため 43)、比較対象外とした。また、残りの 289点の内 3点は航空機モ

ニタリングによる空間放射線量率マップの範囲外に位置していたため比較対象外とし、286 点の

データを比較に用いた。散布図 (Fig. 4-36 (左) ) を見てみると、0.05 μGy/hから 0.10 μGy/hの領域

でややばらつきは大きいものの、ファクター2に 94 % (全 286点中 268点) が収まった。相対誤差

は ( (航空機モニタリングで評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率 – 可搬型 Ge検出器に

よる測定で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率) / 可搬型 Ge検出器による測定で評価

した天然放射性核種由来の空間放射線量率) によって算出した。相対誤差のヒストグラム (Fig. 

4-36 (右) ) については 0.0以上 (航空機モニタリングの方が過大評価) の領域でやや広範囲に分布

が見られ、平均値及び中央値は 0.18 及び 0.15 であった。つまり、航空機モニタリングで評価し

た空間放射線量率の方が可搬型 Ge検出器による空間放射線量率よりも概ね 20 %高く算出された

ことを意味するが、絶対値の差異の平均は 0.01 μGy/h前後であり、両者は概ね等価である。以上

のことから、2つのGauss分布を仮定した関数適合法により、精度よく全計数率から放射性 Csに

よる計数率を弁別し、天然放射性核種由来の空間放射線量率を推定できると考えられる。 

 

 
Fig. 4-32 関数適合法を用いた Cs-134と K-40の弁別 

 

Table 4-10 使用した空気減弱係数 AF (m-1) のまとめ 

(表中の SDは各パラメータの標本標準偏差 (1σ) である。) 

 
 

Gamma ray energy (keV)

1,200 1,300 1,400 1,500 1,600

C
o
u
n
t 

ra
te

s 
(s

-
1
)

Cs-134 K-40

Number Number
1,400 keV - 2,800 keV -0.00580 ± 0.00080 11 -0.00600 ± 0.00102 8
30 keV - 2,800 keV -0.00720 ± 0.00042 21 -0.00720 ± 0.00040 35

※SD: 標本標準偏差

Energy range
Bell412 (JA9616、JA6928及びJA412N) Bell430 (JA05TV)

    Value ± SD(1σ)     Value ± SD(1σ)
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Fig. 4-33 テストポイントにおける地上測定値と空間線量率換算係数 (CD) の関係 (Bell412) 

(本図中の σは CDに対する標本標準偏差である。) 

 

Fig. 4-34 テストポイントにおける地上測定値と空間線量率換算係数 (CD) の関係 (Bell430) 

(本図中の σは CDに対する標本標準偏差である。) 

 

天然放射性核種由来の空間放射線量率マップ 放射性 Cs由来の空間放射線量率マップ 

Fig. 4-35 福島原子力発電所周辺における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの作成例 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 4-36 可搬型 Ge検出器による測定で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率と航空機

モニタリングで評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率との比較 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム)  
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5. 航空機モニタリング結果 

 

5.1. ヘリコプターによるフライトの実績 

 

3.2 節に記述した通り、第 17 次モニタリング及び東日本第 13 次モニタリングでは Bell412 

(JA9616、JA6928及び JA412N) 及び Bell430 (JA05TV) を使用した。第 17次モニタリングでは機

体繰りの都合上、福島県双葉郡楢葉町の山田浜付近を境界として測定エリアを南北に分割し、

Bell430 (JA05TV) で北側を測定し、Bell412 (JA9616及び JA6928) で南側を測定した。また、東日

本第 13 次モニタリングでは福島原子力発電所を境界に測定エリアを南北に分割し、Bell430 

(JA05TV) で北側 (宮城県一帯)、中央部 (福島県西部) 及び南側の一部 (栃木県北西部及び東部、茨

城県東部及び西部、埼玉県東部) を測定し、Bell412 (JA6928及び JA412N) で西側 (栃木県中央部

から群馬県一帯) 及び南側 (茨城県、千葉県北部、埼玉県東部) を測定した。第 17次モニタリング

及び東日本第 13次モニタリングに要した期間は以下の通りである。 

[フライトに要した期間] 

 第 17次モニタリング：2022年 (令和 4年) 9月 1日～9月 30日 (延べ 46フライト) 

 東日本第 13次モニタリング：同年 9月 13日～10月 21日 (延べ 67フライト) 

また、ヘリコプターごとにフライトした距離や平均フライト速度、回数等をまとめた表を

Table 5-1 に示す。測線上をフライトしたときに取得した GPS データを基に、ヘリコプターの飛

行平均速度を算出したところ、東日本第 13次モニタリングにおける Bell412 (JA6928) を除き 4.2

節で示した速度の範囲内であった。東日本第 13次モニタリングにおいて Bell412 (JA6928) の平均

速度が比較的小さいのは、当該機体で起伏の激しい山岳地帯を中心に測定しており、その際に基

準対地高度あるいは対地高度の許容範囲を遵守するために、飛行速度を落とす必要があるためで

ある。第 17次モニタリングの期間中、9月 11日に Bell412 (JA9616) にエンジンオイル漏れが発

見されたため、当該機体によるモニタリングを中断し、Bell412 (JA6928) に交代してモニタリン

グを継続した。東日本第 13次モニタリングの期間中、10月 19日に Bell412 (JA412N) でフライト

中に異常振動が発生したことを受け、当該機体によりモニタリングを継続することは作業安全性

の観点から望ましくないと判断し、測定予定であったエリアの一部 (茨城県東部) を Bell430 

(JA05TV) で代わりに測定した。 
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5.2. 第 17次モニタリング 

 

航空機モニタリングの測定結果を基に、地表面から 1 mの高さの空間線量率の分布状況を示し

た「空間線量率マップ」を Fig. 5-1に示す。また、放射性 Csの沈着量 (Cs-137及び Cs-134の合計

量) の状況を示した「放射性 Cs沈着量マップ」を Fig. 5-2に示す。また Cs-137及び Cs-134の沈

着量マップを Fig. 5-3及び Fig. 5-4にそれぞれ示す。放射性 Csの沈着量マップについては前述し

たように、β = 1.0 (g/cm2) としたときの換算係数を使用したため、誤差を多分に含む可能性があ

ることに留意する必要がある。なお、空間線量率及び放射性 Csの沈着量は、第 17次モニタリン

グを実施した最終日である 2022年 (令和 4年) 9月 30日現在の値に減衰補正した。なお、空間線

量率マップの色合いについては、以下の考え方で分けている。なお、これらのマップ中で白色の

箇所は評価対象範囲外である。 

① 天然放射性核種を含む空間線量率 

環境省が示した追加被ばく線量の考え方 51)を参考に、除染基準である空間線量率 0.23 

μSv/hが 1.0 mSv/年に相当するとし、以下のように空間線量率マップの色合いを区分した。 

・ 19.0 μSv/h  = 約 100 mSv/年 相当  

・ 9.5 μSv/h   = 約 50 mSv/年 相当  

・ 1.9 μSv/h   = 約 10 mSv/年 相当  

・ 1.0 μSv/h   = 約 5.0 mSv/年 相当  

・ 0.5 μSv/h   = 約 2.5 mSv/年 相当  

・ 0.2 μSv/h   = 約 1.0 mSv/年 相当  

・ 0.1 μSv/h   = 約 0.5 mSv/年 相当  

② 放射性 Csの沈着量 

玄米中の放射性 Cs 濃度が 2011 年 (平成 23 年) 当時の食品衛生法上の暫定規制値 (500 

Bq/kg) となる土壌中の放射性 Cs濃度の上限値は 5,000 Bq/kgである 52)。この濃度の放射能

が 5 cmまでに沈着している水田の土壌を面積 10,000 cm2、深さ 15 cmまで採取し、撹拌し

た場合の濃度を計算すると、約 1,000 kBq/m2となる。この時、深さ 15 cmまでの土壌の体

積は密度 1.3 kg/Lとした (150 L/m2 × 1.3 kg/L × 5,000 Bq/kg = 975,000 Bq/m2 ≒ 1,000 kBq/m2)。 

・ 3,000 kBq/m2 = 1,000 kBq/m2の 3倍 

・ 1,000 kBq/m2 = 基準 

・ 600 kBq/m2  = 300 kBq/m2～1000 kBq/m2の中間値 

・ 300 kBq/m2  = 1,000 kBq/m2の約半桁下 (10-0.5)  

・ 100 kBq/m2  = 1,000 kBq/m2 × 1/10 

・ 60 kBq/m2  = 600 kBq/m2 × 1/10 

・ 30 kBq/m2  = 300 kBq/m2 × 1/10 

・ 10 kBq/m2  = 100 kBq/m2 × 1/10  
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Fig. 5-1 第 17次モニタリングにおける空間線量率マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-2 第 17次モニタリングにおける放射性 Cs沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-3 第 17次モニタリングにおける Cs-137沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-4 第 17次モニタリングにおける Cs-134沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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5.3. 東日本第 13次モニタリング 

 

航空機モニタリングの測定結果を基に、地表面から 1 mの高さの空間線量率の分布状況を示し

た「空間線量率マップ」を Fig. 5-5に示す。また、放射性 Csの沈着量 (Cs-137及び Cs-134の合計

量) の状況を示した「放射性 Cs沈着量マップ」を Fig. 5-6に示す。また、Cs-137及び Cs-134の沈

着量マップを Fig. 5-7及び Fig. 5-8にそれぞれ示す。空間線量率及び放射性 Csの沈着量は、東日

本第 13次モニタリングを実施した最終日である 2022年 (令和 4年) 10月 21日現在の値に減衰補

正した。 

また、第 17次モニタリングとの整合性を確認するために、第 17次モニタリング及び東日本第

13次モニタリングで取得した全データを統合し、同年 10月 21日現在の値に減衰補正しマッピン

グした。第 17次モニタリング及び東日本第 13次モニタリングを統合した「空間線量率マップ」

及び「放射性 Cs沈着量マップ」を Fig. 5-9及び Fig. 5-10にそれぞれ示す。また、Cs-137及び Cs-

134の沈着量マップを Fig. 5-11及び Fig. 5-12にそれぞれ示す。境界部分のマップの整合性も違和

感がなく、よく一致していることが分かる。 

天然放射性核種由来の空間放射線量率マップを Fig. 5-13に示す。空間放射線量率の分布を見る

と新潟県と福島県の県境に天然の放射線量が高い場所が存在する。ここは、帝釈山地という花崗

岩の分布地帯として知られた場所であり、過去に日本全国の空間線量率を航空機モニタリングに

より計測した結果 47)でも、この近辺の空間放射線量率は比較的高いことが見出されている。天

然放射性核種由来の空間放射線量率は、地すべり等の大きな地形の変化がなければ測定年度ごと

に変化しないと考えられ、過去のデータと比較して同様な結果が得られていることを確認するこ

とは解析結果の妥当性を表すものと考えられる。そこで、天然放射性核種起源の空間放射線量率

の解析手法が導入された 2015年 (平成 27年) から 2021年 (令和 3年) までに作成した天然放射性

核種由来の空間放射線量率マップを Fig. 5-14に示す。このように、各年度で天然放射性核種由来

の空間放射線量率マップが顕著に異なることはなく、本手法により全計数率から放射性 Cs に起

因する計数率が適切に除外できていることが示唆される。  
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Fig. 5-5 東日本第 13次モニタリングにおける空間線量率マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。  
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Fig. 5-6 東日本第 13次モニタリングにおける放射性 Cs沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  

- 79 -

JAEA-Technology 2023-027



 

 
Fig. 5-7 東日本第 13次モニタリングにおける Cs-137沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-8 東日本第 13次モニタリングにおける Cs-134沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-9 第 17次モニタリングと東日本第 13次モニタリングにおける空間線量率マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-10 第 17次モニタリングと東日本第 13次モニタリングにおける放射性 Cs沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-11 第 17次モニタリングと東日本第 13次モニタリングにおける Cs-137沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-12 第 17次モニタリングと東日本第 13次モニタリングにおける Cs-134沈着量マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-13 第 17次モニタリングと東日本第 13次モニタリングにおける天然放射性核種由来の空間

放射線量率マップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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6. 航空機モニタリング結果の考察 

 

6.1. 過去の航空機モニタリング結果との比較 

 

これまでの福島原子力発電所から 80 km圏内における航空機モニタリングの結果について Fig. 

6-1 に示す。このように、空間線量率が比較的高いことを意味する暖色系の面積が小さくなって

いることが分かる。なお。第 4次モニタリング以前については自衛隊のヘリコプターを使用し、

簡易的なパラメータを適用していたため、比較対象として用いるのは望ましくない。そこで過去

の結果との比較対象として、使用パラメータの算出方法やデータ解析手法が初めて定型化した第

4次以降を選択した。5.1節に記述した空間線量率マップの色合い区分ごとのメッシュの面積 (合

計約 8,923 km2) から、各区分の面積割合を算出して Table 6-1 にまとめた。本表からも空間線量

率が経年により減少していることが分かる。19.0 μSv/hを超える地域は第 10次モニタリングで見

られなくなり、第 16 次モニタリングにおいて全てのメッシュで 19.0 μSv/h 未満となった。ただ

し、0.2 μSv/h以下の領域では天然放射性核種による影響が相対的に強く、測定値のばらつきによ

り必ずしも経年に従って減少しない場合がある。年間被ばく線量が 1.0 mSv に相当する、0.2 

μSv/hを上回るメッシュの面積割合は第 4次モニタリング時点で 95.5 %であったが、第 17次モニ

タリング時点では 23.1 %まで減少した。なお、第 17次モニタリングにおいて 0.2 μSv/hを上回っ

たメッシュには、宮城県では白石市の南西端の極一部及び伊具郡丸森町の南端、福島県ではいわ

き市の北端、郡山市の中央南部及び北東部、白河市の北部、須賀川市の中央部、相馬市の西部、

伊達市の中央以南、田村市の東部一帯、二本松市の中央部、福島市の中央部及び南東部、南相馬

市の北西部から南西部の一帯、本宮市の中央部以東、伊達郡川俣町、伊達郡国見町の西部、伊達

郡桑折町の中央部一帯、田村郡三春町の北部の極一部、東白川郡棚倉町の中央北部及び南部、東

白川郡塙町の北西部、双葉郡大熊町、双葉郡富岡町、双葉郡浪江町の中央部以外、双葉郡楢葉町、

双葉郡広野町の西部、中央部及び南東部、双葉郡双葉町、耶麻郡猪苗代町の北部の極一部、安達

郡大玉村の南端部及び東端部、岩瀬郡天栄村の東部、西白河郡泉崎村の北西端の極一部、西白河

郡西郷村の東端部、双葉郡飯舘村、双葉郡葛尾村及び双葉郡川内村、茨城県では北茨城市の北西

部の極一部が含まれる。 

次に、これまでの旧避難指示区域における航空機モニタリングの結果について Fig. 6-2 に示す。

旧避難指示区域における空間線量率の減少傾向を定量的に把握するため、各モニタリングにおけ

る空間線量率マップのメッシュ中心点の比を算出することで比較を行った。ここでも、上述した

理由で第 4次モニタリング以降の結果を比較対象とした。第 4次モニタリングと第 17次モニタ

リングの全領域における比較結果を散布図として Fig. 6-3 に示す。本図に示した回帰直線の傾き

を空間線量率の全体平均的な減少傾向として捉えることができる。また、本図中には重量緩衝深

度 (β) を 1.0 g/cm2とした場合における、放射性 Csの物理的半減期から算出した理論的な減衰を

表す破線を示す。このように航空機モニタリングの測定結果は、物理的半減期に基づく理論値よ

りも大きく減少する傾向を示す。一方で、福島原子力発電所から 80 km圏内では地表面から 1 m

の高さの空間線量率が 0.2 μSv/h 以下の、天然放射性核種による影響が相対的に大きい場所が多

くなってきている。放射性Csから放出される γ線に起因する空間線量率の減少傾向を見るには、
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天然放射性核種による影響を無視できるような空間線量率が比較的高い場所を選定するのがよい。

また、最小二乗法による近似は数値の大きな結果に影響を受けやすいため、より適切に変化率を

評価できる方法として、空間線量率の相対減少率をヒストグラムとして表示した。Fig. 6-2 に示

した空間線量率マップの各メッシュにおける相対変化率 ( (第 17次モニタリングの結果－第 4次

モニタリングの結果) / (第 4次モニタリングの結果) ) を算出し、ヒストグラムとして示した。第

17次モニタリングと第 4次モニタリングの空間線量率の比較を Fig. 6-4に、第 17次モニタリング

と第 4次モニタリングの Cs-137の沈着量の比較を Fig. 6-5にそれぞれ示す。空間線量率の散布図

及びヒストグラムと比較して、Cs-137 の沈着量の散布図及びヒストグラムの分布はばらつきが

大きい。特に、Fig. 6-5 (左) において、第 4次モニタリングにおけるCs-137の沈着量が 100 kBq/m2

であった領域の前後で、第 17次モニタリングにおける Cs-137の沈着量が急激に減少するような

傾向が見られた。これは、空間線量率は全計数率から宇宙線、空気中ラドン子孫核種及びヘリコ

プター機体に起因するバックグラウンド計数率を差し引いてから換算しているのに対し、Cs-137

の沈着量はこれらに加えて天然放射性核種由来のバックグラウンド計数率を差し引いてから換算

しているため、計数誤差が相対的に大きくなることが一因として考えられるが、計数誤差のばら

つきだけで本事象を説明するには困難な点がある。いずれにせよ、4.11 節でも記載した通り、

100 kBq/m2以下のような Cs-137 の沈着量が比較的小さな領域については、航空機モニタリング

で Cs-137 の沈着量を正確に評価するのは困難であることが示唆される。しかしながら、両者の

ヒストグラムとも平均値と中央値がほとんど同値であり、正規分布に近いといえる。各ヒストグ

ラムの相対減少率の平均値を指標とすると、第 4次モニタリングが行われた 2011年 (平成 23年) 

11月から、空間線量率については相対変化率が約 83 %と評価された。一方、Cs-137の沈着量に

ついては相対変化率が約 58 %と評価されたが、航空機モニタリングにおいては、福島原子力発

電所事故からの経過日数に伴う βの変化と土地利用区分による βの違いを考慮せずに 1.0 (g/cm2) 

として一律に固定しているため、本項で示した相対変化率には、ある程度の不確かさが伴うこと

に留意する必要がある。 
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Fig. 6-1 福島原子力発電所から 80 km圏内における過去の空間線量率マップの比較 

(1/3) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

第6次モニタリング
事故後約1年8ヶ月
（2012年11月16日）

第4次モニタリング
事故後約7ヶ月

（2011年11月5日）

第5次モニタリング
事故後約1年3ヶ月
（2012年6月28日）

第7次モニタリング
事故後約2年6ヶ月
（2013年9月28日）

第8次モニタリング
事故後約2年8ヶ月
（2013年11月19日）

第9次モニタリング
事故後約3年6ヶ月
（2014年9月20日）

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。
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Fig. 6-1 福島原子力発電所から 80 km圏内における過去の空間線量率マップの比較 

(2/3) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

測定結果が得られ
ていない範囲

第12次モニタリング
事故後約6年6ヶ月
（2017年9月25日）

第10次モニタリング
事故後約4年6ヶ月
（2015年9月30日）

第11次モニタリング
事故後約5年7ヶ月
（2016年10月15日）

第13次モニタリング
事故後約7年7ヶ月
（2018年10月16日）

第14次モニタリング
事故後約8年6ヶ月
（2019年9月18日）

第15次モニタリング
事故後約9年6ヶ月
（2020年10月2日）

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)
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Fig. 6-1 福島原子力発電所から 80 km圏内における過去の空間線量率マップの比較 

(3/3) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

地表面から1mの高さの空間

線量率(μSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

第16次モニタリング
事故後約10年6ヶ月
（2021年10月3日） 測定結果が得られ

ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

第17次モニタリング
事故後約11年6ヶ月
（2022年9月30日）
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Fig. 6-2 旧避難指示区域における過去の空間線量率マップの比較 

(1/3) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

※青色実線の外側は評
価対象領域外である。

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

※実線で囲われた白色

の領域は積雪等のあ

った箇所である。

第5次モニタリング
事故後約1年3ヶ月
（2012年06月28日）

第4次モニタリング
事故後約7ヶ月

（2011年11月5日）

第4.5次モニタリング
事故後約11ヶ月

（2012年2月10日）

第6次モニタリング
事故後約1年8ヶ月
（2012年11月16日）

第6.5次モニタリング
事故後約2年

（2013年3月11日）

第7次モニタリング
事故後約2年6ヶ月
（2013年9月28日）
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Fig.6-2 旧避難指示区域における過去の空間線量率マップの比較 

(2/3) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

※青色実線の外側は評
価対象領域外である。

測定結果が得られ
ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

※実線で囲われた白色

の領域は積雪等のあ

った箇所である。

第10次モニタリング
事故後約4年6ヶ月
（2015年9月30日）

第8次モニタリング
事故後約2年8ヶ月
（2013年11月19日）

第9次モニタリング
事故後約3年6ヶ月
（2014年9月20日）

第11次モニタリング
事故後約5年7ヶ月
（2016年10月15日）

第12次モニタリング
事故後約6年6ヶ月
（2017年9月25日）

第13次モニタリング
事故後約7年7ヶ月
（2018年10月16日）

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)
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Fig.6-2 旧避難指示区域における過去の空間線量率マップの比較 

(3/3) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

地表面から1mの高さの空間

線量率(μSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

第16次モニタリング
事故後約10年6ヶ月
（2021年10月3日）

※青色実線の外側は評
価対象領域外である。

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

※実線で囲われた白色

の領域は積雪等のあ

った箇所である。

第14次モニタリング
事故後約8年6ヶ月
（2019年9月18日）

第15次モニタリング
事故後約9年6ヶ月
（2020年10月2日） 測定結果が得られ

ていない範囲

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

第17次モニタリング
事故後約11年6ヶ月
（2022年9月30日）
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Fig. 6-3 第 4次モニタリング及び第 17次モニタリングの空間線量率算出結果の比較 
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Fig. 6-4 旧避難指示区域における第 4次モニタリング及び第 17次モニタリングの空間線量率算出

結果の比較  

(左：散布図、右：相対変化率のヒストグラム) 

 

 
Fig. 6-5 旧避難指示区域における第 4次モニタリング及び第 17次モニタリングの Cs-137沈着量

算出結果の比較 

(左：散布図、右：相対変化率のヒストグラム) 
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6.2. 実効半減期の算出 

 

福島原子力発電所事故から約 12 年経過し、事故直後から実施してきた本事業の測定データは

ビッグデータとして蓄積されてきている。環境中における放射性物質量の変化は、核実験場での

継続的なモニタリングやチョルノービリ原子力発電所事故のモニタリング結果から、複数の指数

関数で近似できることが知られている。Sanada et al. (2018)53)は有人ヘリ及び無人ヘリで取得した

データを利用して、空間線量率の実効半減期の算出を行っている。ここでは、これまでの測定デ

ータの変化傾向を定量的に把握するため、測定データの指数関数近似について検討した。その結

果として求められる実効半減期は、空間線量率の遡及的な評価及び測定データの信頼性の推定や

将来の空間線量率の推定に重要なパラメータとなる。 

2011年 (平成 23年) から得られている航空機モニタリングの測定データを政府の定めた統計に

用いる基準地域メッシュ (1 km × 1 km) 毎に平均化した。福島原子力発電所を中心とした半径約

80 km圏内における総メッシュ数は 10,174メッシュであるが、河口域や湖などの水域が含まれる

メッシュを除き、8,930 メッシュを評価対象とした。評価対象メッシュにおける空間線量率は、

天然放射性核種によるバックグラウンド空間線量率に比較的近い数値を示す場所が多くなってき

ている。空間線量率の変化傾向を正確に定量化する場合、天然放射性核種による空間線量率を減

算する必要がある。安藤他 (2017)54)は、当該事業における KURAMA-IIによる走行サーベイ結果

をもとに、東日本の市町村別のバックグラウンド空間線量率を推定している。ここでは、当該研

究成果におけるバックグラウンド空間線量率データを採用し、市町村ごとに放射性 Cs 由来の空

間線量率を算出した。 

指数関数近似に用いたデータは、それぞれの測定手法毎に、調査期間において全てのデータが

そろっているメッシュのみ抽出した。抽出したデータについて、式 [13]  に示した 2 つの指数項

からなる指数関数による近似を行い、空間線量率の実効半減期を算出した。 

 

𝑫𝑫 = 𝒂𝒂 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝟎𝟎.𝟔𝟔𝟔𝟔𝟏𝟏
𝒕𝒕𝐂𝐂𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬

𝒕𝒕) + 𝒃𝒃 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝟎𝟎.𝟔𝟔𝟔𝟔𝟏𝟏
𝒕𝒕𝐥𝐥𝐬𝐬𝐥𝐥𝐥𝐥

𝒕𝒕) [13] 

 
ここで、D は空間線量率 (μSv/h)、𝒕𝒕𝐂𝐂𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬𝐬は実効半減期の減衰が速い成分、𝒕𝒕𝐥𝐥𝐬𝐬𝐥𝐥𝐥𝐥は実効半減期の

減衰が遅い成分、tは福島原子力発電所事故からの経過時間 (年) を表す。なお、ここで切片であ

る a + bは福島原子力発電所事故直後の空間線量率である。近似曲線については最小二乗法によ

り 95 %の信頼区間を計算するとともに、実効半減期についても 95 %の信頼区間を計算した。 

Fig. 6-6 に福島原子力発電所から 80 km圏内全域における航空機モニタリング結果に指数関数

近似を適用した結果を示す。本図におけるプロットは、航空機モニタリングにより算出された空

間線量率の算術平均値であり、それらのプロットに対して縦軸方向に各メッシュにおける空間線

量率値を表した。福島原子力発電所事故から 2年目までは減衰の速い成分による影響が顕著であ

り、2 年目以降は減衰の遅い成分が支配的であることが分かる。指数関数近似の結果を基にして、

実効半減期に関する各成分について Table 6-2 にまとめた。減衰の速い成分については、有効数

字 2桁で表記すると、約 0.78年 (95 %信頼区間：0.70年～0.86年) となり、福島原子力発電所事

- 102 -

JAEA-Technology 2023-027



 
 

故の初期においては全空間線量率への寄与割合が比較的大きいものの、事故から概ね半減期の 3

倍強で空間線量率への寄与が実質的に無くなった成分であることが示唆される。減衰の遅い成分

については、有効数字 2桁で表記すると、5.8年 (95 %信頼区間：5.2年～6.4年) となり、福島原

子力発電所事故から約 12 年経過した現在、半減期の約 2 倍を経過し空間線量率に寄与し続けて

いる成分であることが示唆される。両成分ともに 95 %信頼区間が平均値±10 %程度に収まる程に

精度よく実行半減期を推定できており、空間線量率の遡及的な評価及び将来の空間線量率の推定

に資するものと考える。今後とも、本手法を用いて空間線量率の実効半減期を評価していくこと

が望ましい。 

 

Fig. 6-6 測定値の指数関数近似 

 

Table 6-2 指数関数近似から求めた実効半減期 
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6.3. 土地利用区分による空間線量率の変化傾向の違い 

 

福島原子力発電所周辺における土地利用区分による空間線量率の減少率の違いを考察するため、

国土地理院が提供している「国土数値情報土地利用細分メッシュデータ」55) (以下、土地利用メ

ッシュデータ) を利用した。なお、適用する土地利用メッシュデータは、第 4 次モニタリング 

(2011年、平成 23年) から第 8次モニタリング (2013年、平成 25年) に対しては平成 21年度公開

版、第 9次モニタリング (2014年、平成 26年) から 第 10次モニタリング (2015年、平成 27年) に

対しては平成 26年度公開版、第 11次モニタリング (2016年、平成 28年) 以降に対しては平成 28

年度公開版 (2023年 3月、令和 4年度末現在の最新版) とした。福島原子力発電所から 80 km圏内

の土地利用メッシュデータについて、Fig. 6-7 (平成 21年度公開版)、Fig. 6-8 (平成 26年度公開版) 

及び Fig. 6-9 (平成 28年度公開版) に示す。これらの土地利用区分の内、人為的活動等により空間

線量率に最も違いが現れると考えられる市街地部及び福島原子力発電所周辺において大部分を占

める森林部について、過去の 80 km圏内のモニタリング結果を比較し、空間線量率の変化率を比

較した。市街地部及び森林部の定義は以下の通りである。 

・森林部：多年生植物の密生している地域とする。Fig. 6-7～Fig. 6-9の凡例中、森林を指す。 

・市街地部：住宅地、市街地等で建物が密集しているところ、鉄道、操車場、道路などで、面的

にとらえられるもの、運動競技場、空港、競馬場、野球場、学校港湾地区、人工造成地の空地

等とする。Fig. 6-7～Fig. 6-9の凡例中、建物用地、道路、鉄道、その他用地を指す。 

空間線量率の比較は、6.1節に示したように、測定範囲を 250 m × 250 mメッシュに区切り、同

一メッシュ上における第 4次モニタリングを基準とした空間線量率の相対変化率 (例えば、(第 17

次モニタリングの結果 - 第 4次モニタリングの結果) / (第 4次モニタリングの結果) ) を算出した。

なお、第 4次モニタリングに適用した土地利用メッシュデータ (平成 21年度公開版) とは異なる

土地利用メッシュデータを適用した第 8次モニタリング以降を比較対象とする場合には、土地利

用区分が平成 21 年度から不変のデータのみを抽出し、相対変化率の計算に用いた。第 4 次モニ

タリングと第 17 次モニタリングにおける森林部及び市街地のメッシュごとの相対変化率の比較

結果を Fig. 6-10に示す。また第 4次モニタリングを基準とした、第 5次モニタリング以降それぞ

れの各土地利用区分における空間線量率の相対変化率を Table 6-3、Table 6-4及び Table 6-5に示

す。第 4 次モニタリングに対する第 17 次モニタリングの相対減少率は、平均値で市街地部が約

78 %、森林部で約 77 %であり、ほとんど同値であった。一方、第 17次モニタリング以前の相対

変化率の計算結果では、森林部よりも市街地の方が 2 %～7 %相対減少率が大きく、森林部より

も市街地の方が空間線量率の変化幅が大きい傾向にある。これはウェザリング効果や除染活動に

より、市街地における放射性 Cs のインベントリが減少したことに起因すると推察される。しか

しながら、福島原子力発電所事故から約 12年経過した現在では、放射性 Csのインベントリの変

化量が相対的に小さくなり、市街地部と森林部における空間線量率の変化量の差異が見えづらく

なっていると思われる。なお、Fig. 6-7～Fig. 6-9 の凡例に示した全エリアの変化率と森林部のみ

の変化率は概ね同様であった。これは、福島原子力発電所から 80 km圏内の土地利用区分の 65 %

が森林であることに起因すると思われる。規制庁による福島原子力発電所近傍の車両モニタリン

グや人手による空間線量率測定結果から解析した結果 42)によると、森林部はそれ以外のエリア
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と比較して減衰速度が小さく、放射性 Cs の物理的半減期にほとんど従って減衰しており、本報

告の結果もこれと同様である。ただし、森林部とそれ以外のエリアにおける相対変化率について、

地上測定値よりも航空機モニタリングの方が両者の差が小さい傾向にあるのは、航空機モニタリ

ングによる空間線量率の位置分解能と地上測定の位置分解能の差に起因すると考えられる。 
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Fig. 6-7 福島原子力発電所から 80 km圏内における国土数値情報土地利用細分メッシュデータ 

(平成 21年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 55)より)  
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Fig. 6-8 福島原子力発電所から 80 km圏内における国土数値情報土地利用細分メッシュデータ 

(平成 26年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 55)より)  
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Fig. 6-9 福島原子力発電所から 80 km圏内における国土数値情報土地利用細分メッシュデータ 

(平成 28年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 55)より)  
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Fig. 6-10 森林部及び市街地における地表面から 1 mの高さの空間線量率の算出結果の比較 

(第 4次モニタリングに対する第 17次モニタリングの相対減少率) 
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7. 地形の起伏による影響と補正方法 

 

7.1. 背景 

 

日本の国土に対して、山地及び丘陵地は約 7 割を占めている。我が国における原子力発電所の

立地周辺地域にも、このような山地及び丘陵地が多く存在する。航空機モニタリングにおいては、

測定される γ 線計数率に対して高度補正係数や空間線量率換算係数による補正を施して、地表面

から 1 mの高さの空間線量率の計算を行っている。これは測定対象となる地表面が平坦であると

仮定した単純な補正方法であり、このような仮定に基づいて計算を行った場合、実際に地上で測

定される空間線量率と航空機モニタリングにより算出される空間線量率とに乖離が生じる可能性

がある。実際にどの程度の差異が生じるのかについて定量的な評価を行うために、モンテカルロ

シミュレーションによって地形の起伏を考慮した解析が行われた 24)。当該解析結果を基に、起伏

のある地形上で測定された計数率をより正確に空間線量率に換算する方法を検討し、第 17 次モ

ニタリングのデータに適用した。その計算結果と地上測定値を比較し、地形の起伏を考慮した解

析手法による空間線量率計算値の精度向上効果を評価した。 

 

7.2. 地形の起伏による測定への影響 

 

航空機モニタリングにおいて測定された γ 線計数率は式 [1] で示したとおり、空間線量率換算
係数 (CD) で除することによって空間線量率へ変換される。CDは平坦な地形上における地表面か

ら 1 mの高さの空間線量率𝑫𝑫𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍とその上空 300 mにおいて測定された γ線計数率𝑪𝑪𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍との比で定
義されている。平坦な地形上では、この比は一定とみなせるが、起伏のある地形の場合、この比

率が地形の起伏度に応じて変化する。平坦な地形上における空間線量率換算係数 CD は、以下の

ように示される。 

 

𝑪𝑪𝑫𝑫 = 𝑫𝑫𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍
𝑪𝑪𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍

[𝟏𝟏𝟏𝟏] 

 

一方、起伏のある地形上の空間線量率換算係数𝑪𝑪𝑫𝑫𝐧𝐧は、以下のように示される
24)。 

 

𝑪𝑪𝑫𝑫𝐧𝐧 = 𝑫𝑫𝐧𝐧
𝑪𝑪𝐧𝐧

[𝟏𝟏𝟔𝟔] 

 

ここで、𝑫𝑫𝐧𝐧と𝑪𝑪𝐧𝐧はそれぞれ、起伏のある地形上における、地表面から 1 mの高さの空間線量率と

その上空 300 mにおいて測定される γ線計数率である。表面汚染密度が均一な場合、𝑫𝑫𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍と𝑫𝑫𝐧𝐧は

同程度とみなせるため、式 [14]  及び式 [15]  から、地形の起伏の有無による CD の変化は以下の

ように計数率の比として表せる 24)。 
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𝑪𝑪𝑫𝑫𝐬𝐬
𝑪𝑪𝑫𝑫 = 𝑪𝑪𝐅𝐅𝐅𝐅𝐅𝐅

𝑪𝑪𝐬𝐬
[16] 

 

地形の起伏により、式 [16]  に示した比がどの程度変化するかを評価するため、福島原子力発
電所を中心とする半径 80 km圏内において、Fig. 7-1に示すように、無作為に 480点の評価点を設

定し、各評価点における Ctが計算された 24)。当該計算についての概略を以下に示す。 

評価点の高度は、航空機モニタリングにおける基準高度である対地高度 300 mであり、計算に

は粒子輸送コード PHITS (Particle and Heavy Ion Transport code System)56)が用いられた。PHITSによ

る計算において、設定する線源形状は Fig. 7-2 のように設定された。まず、数値標高モデル 

(DEM)39)を基に、評価点直下から半径 800 m の領域が三角ポリゴンモデルに変換された。三角ポ

リゴンそれぞれを個々の平面線源とみなし、各三角形線源の強度は三角形面積を重みとした加重

平均値として設定された。Cs-137について、以上に示した計算から得られた計数率比の頻度分布

を Fig. 7-3に示す 24)。Fig. 7-3から、計数率比の平均値は 0.9となり、地形を平坦とみなした場合

に空間線量率が高く評価される傾向にあることが示唆された。 
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Fig. 7-1 無作為に抽出した評価点の位置 24) 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 7-2 数値標高マップから三角ポリゴンへの変換例 24) 

 

 

Fig. 7-3 平坦な地形と起伏のある地形における対地高度 300 mでの計数率比の頻度分布 24) 
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7.3. 地形の起伏による影響の補正 

 

平坦な地形に対して、基準高度 Hstd (300 m) で飛行しながら測定した場合、4.1節で触れたとお

り、測定点直下の概ね半径 300 mの範囲内における γ線計数率を測定していることになる。つま

り、RSIシステムから直線距離で約 425 mの範囲内で見込める領域 (SFLT) から飛来する γ線が測定

できていることになる。 

一方、地形の起伏がある場合、基準高度 Hstd (300 m) において測定している場合でも、Fig. 7-4

に示すように、周囲の標高の違いにより、測定範囲内の平均標高 (Emean) は変化する。例えば、平

均標高が測定点直下の標高 (E) よりも高い場合、線源と RSIシステムの平均距離はより近くなる。

さらに、RSIシステムから直線距離 425 mで見込める面積 (S) が大きくなるとともに、起伏によっ

て線源表面積が増加し、γ 線計数率 (𝐶𝐶) も大きくなる。以上のことから以下の式 [17] を用いて平
坦な地形における CDに対して、地形の起伏を考慮に入れた補正を適用して、空間線量率 Dの計

算値に及ぼす影響を解析することを検討した。本報告では、地形の起伏を考慮に入れた補正計算

方法を「地形補正手法」と呼称する。 

𝑫𝑫 = 𝑪𝑪
𝑪𝑪𝑫𝑫 𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝑨𝑨𝑪𝑪 𝑯𝑯𝐦𝐦′)

𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝑨𝑨𝑪𝑪 𝑯𝑯𝐂𝐂𝐬𝐬𝐬𝐬) 𝑺𝑺𝐅𝐅𝐅𝐅𝐅𝐅𝑺𝑺
[17] 

 

ここで、𝑯𝑯𝑚𝑚′は測定時の対地高度𝑯𝑯𝐦𝐦から以下のように求められる。 

 

𝑯𝑯𝐦𝐦′ = 𝑯𝑯𝐦𝐦 − (𝑬𝑬𝐦𝐦𝐞𝐞𝐦𝐦𝐥𝐥 − 𝑬𝑬) [18] 
 

地形補正手法を用いて、第 17 次モニタリングの解析を行い、規制庁と原子力機構が行ってい

る、福島県内における NaI(Tl)検出器 (日立製作所製 TCS-172B) を用いた地上測定値 43)との比較を

行った。なお、本比較には福島原子力発電所から半径 80 km 圏内に位置する地上測定値のみ 

(4,840点) を用いた。本手法を適用する前後の第 17次モニタリングの空間線量率マップの比較結

果を Fig. 7-5 に示す。標準的解析手法を用いた場合と比較して、地形補正手法では全体的に空間

線量率が低くなる傾向が見られた。本手法を適用する前後の第 17 次モニタリングにおける地上

測定値との比較結果を散布図及び相対誤差のヒストグラムとして Fig. 7-6 に示す。散布図より、

ファクター2に収まったプロットの割合は、標準的解析手法では 91 % (全 4,840点中 4,399点) で

あったのに対し、地形補正手法では 92 % (全 4,840点中 4,448点) であり、僅かながら地上測定値

との整合性が改善された。相対誤差は、地上測定値 (DGND) に対する DGNDと航空機モニタリング

による空間線量率 (DARM) の差の比 ( (DARM - DGND) / DGND) を取って算出した。相対誤差のヒスト

グラムより、従来の解析手法に比べて地形補正手法では 0付近に頻度分布が多くなり、理想的な

分布に近づいた。標本標準偏差については標準的解析手法では 0.52であったのに対し、地形補正

手法では 0.49となった。同様に、平均値については 0.25から 0.13に、中央値については 0.14か

ら 0.03となった。また、相対誤差の絶対値を取り、その算術平均値に 100を乗じた値 (平均絶対

パーセント誤差) を比較したところ、地上測定値との誤差は標準的解析手法では約 38 %であった
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のに対し、地形補正手法では約 34 %であり、顕著な差異ではないものの、確実に標準的解析手法

よりも地上測定値の再現性が改善された。今後、本解析手法の更なる改良を目指し、式[17]で示
した CDの補正方法について、特に S及び SFLTのより適切な設定方法に着目した検討及び計算速

度の高速化に資する改良を加える予定である。 

 

Fig. 7-4 地形の起伏による影響を補正する場合に考慮すべき点 

SFLT

Emean

Hm′Hm
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Fig. 7-6 第 17次モニタリング結果と地上測定値との比較 

(上段：標準的解析手法を用いた場合、下段：地形補正手法を用いた場合) 

(それぞれ、左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム)  
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8. ラドン弁別手法を適用した空間線量率マップの作成 

 

8.1. ラドン子孫核種 

 

地殻中に存在するウランやトリウムの壊変系列には、気体であるラドンが存在し、ラドンの一

部は大気中に散逸する。Fig. 8-1 に主な天然の放射性壊変系列であるウラン系列とトリウム系列

について示す。大気中に散逸したラドンは、Po、Pb及び Biなどのラドン子孫核種に壊変し、大

気中の微粒子に吸着して大気中を浮遊する。航空機モニタリングによる測定高度である対地 300 

m付近において、ラドン子孫核種濃度が測定された例がほとんどないものの、地上におけるラド

ン濃度は広く測定されており、日本の屋外における濃度レベルは 6 Bq/m3程度となっている 57)。

このラドンの濃度レベルは比較的低いものの、航空機モニタリングにおいてはヘリコプターの周

辺に存在するような場合、測定される計数率に一定の影響があると考えられる。また、日単位や

季節単位で濃度が変動することが知られており、航空機モニタリングの測定データに及ぼす影響

も常に一定とは限らないと推察される 58)。 

ラドン子孫核種の放出する γ線は、地殻にも同じ核種が存在するので、地上からの放射線との

γ線スペクトル上で弁別が困難である。また、放射性Csの放出するエネルギーに似ているため、

現在用いている航空機モニタリングシステムの NaI(Tl)検出器では、福島原子力発電所事故の影

響を受けた地域近傍において、なおさら弁別が困難となる。Table 8-1にラドン子孫核種の放出す

る γ線エネルギーについて示す。これらのラドン子孫核種の影響を除去し、航空機モニタリング

による空間線量率への換算を高精度化する検討を 2015年度に実施した 19)。2016年度は、開発し

た手法を大量のデータに適用できるように既存の航空機モニタリング解析システムに組み込ん

だ 20)。2017 年度は本手法を測定結果に適用し、その妥当性を検証した 22)。本手法の更なる高度

化に資するために、8.2 節にて詳述するパラメータ等のデータ蓄積を行う必要があると考え、本

年度もラドン子孫核種による影響を除去した空間線量率マップの作成を行い、その妥当性を検証

した。以下、大気中のラドン子孫核種の影響の除去手法を「ラドン弁別手法」と呼称する。 
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Fig. 8-1 ウラン系列及びトリウム系列 

(核種名の下の数値は半減期を表す。) 

 

Table 8-1 ラドン子孫核種の放出する γ 線 

 

  

ウラン (238U) 系列 トリウム (232Th) 系列

Th-232
1.405 x 1010 y

U-238
4.468 x 109 y

Ra-226
1.6 x 103 y

Ra-224
3.66 d

Rn-222
3.824 d

Po-218
3.10 m

Pb-214
26.8 m

Bi-214
19.9 m

Rn-220
55.6 s

Po-216
0.145 s

Pb-212
10.64 h

Bi-212
60.55 m

Branching
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8.2. ラドン弁別手法の理論 

 

前述したように、ラドン子孫核種は大気中だけでなく地表面及び地殻にも存在し、その γ線エ

ネルギー領域が広範である。よって、航空機モニタリングで取得される全計数率から、ラドン子

孫核種に起因する γ線計数率のみをスペクトル分析によって弁別することは一般に難しい。航空

機モニタリングにおいて空気中ラドン子孫核種に起因する γ線計数率を推定する方法として、全

計数率を取得する検出器に加え、空気中のラドン子孫核種から放出される γ線を測定するための

検出器を使用し、両者の計数率とそれらを基にして算出される換算パラメータを用いる方法の例

が示されている 45)。原子力機構では当該手法を参考にして、空気中のラドン子孫核種に起因す

る γ線を測定する検出器に LaBr3検出器を採用してラドン弁別手法を実施するための測定体系の

構築を行い、NaI(Tl)検出器と LaBr3検出器の γ線計数率を基にした換算パラメータの設定方法に

ついて検討と改良を重ねてきた 19)-31)。本節では、ラドン弁別手法の概略を示す。 

LaBr3検出器をヘリコプター内に搭載した状況を Fig. 8-2に示す。地表面の放射性核種から放出

される γ線をなるべく遮蔽し、空気中ラドン子孫核種の γ線のみを測定できるようにするために、

LaBr3検出器は NaI(Tl)検出器の上方に配置した。Fig. 8-3にヘリコプター機内の検出器と γ線放出

核種の位置関係のイメージを示す。NaI(Tl)検出器と LaBr3検出器の位置関係から地表面の放射性

核種が存在する場合及び存在しない場合の LaBr3検出器の計数率に対するNaI(Tl)検出器の計数率

の比をそれぞれ「グラウンドインデックス」及び「ラドンインデックス」とし、その差からラド

ン子孫核種由来の γ線計数率を弁別するものである。 

・ラドンインデックス (以下、RI)：地表面の放射性核種から放出される γ線による影響がない
と考えられる海上で取得したデータにおける LaBr3検出器の計数率 (𝐶𝐶LaBr,a) に対するNaI(Tl)

検出器の計数率 (𝐶𝐶NaI,a) の比 (𝐶𝐶NaI,a / 𝐶𝐶LaBr,a) 。ラドン子孫核種由来の γ 線は等方的に飛来す

ることから、NaI(Tl)検出器による遮蔽の影響を受けにくく、LaBr3検出器の計数率にさほど

影響を及ぼさないと考えられる。 

・グラウンドインデックス (以下、GI)：地表面の放射性核種から放出される γ線による影響が
支配的な陸地で取得したデータにおける LaBr3検出器の計数率 (𝐶𝐶LaBr,g) に対するNaI(Tl)検出

器の計数率 (𝐶𝐶NaI,g) の比 (𝐶𝐶NaI,g / 𝐶𝐶LaBr,g)。ラドン子孫核種由来の γ 線はヘリコプター下方か

ら飛来することから、NaI(Tl)検出器に遮蔽されて LaBr3検出器では比較的計数されにくい。

GIは、RIよりも大きくなると推察される。 

これら 2 つのパラメータを利用して式 [19] より𝑪𝑪𝐍𝐍𝐦𝐦𝐍𝐍,𝐥𝐥を求め、これを空間線量率に換算してマ
ッピングする。 

 

𝑪𝑪𝐍𝐍𝐦𝐦𝐍𝐍,𝐥𝐥 = 𝑮𝑮𝑮𝑮(𝑪𝑪𝐍𝐍𝐦𝐦𝐍𝐍,𝐦𝐦𝐥𝐥𝐥𝐥 − 𝑹𝑹𝑮𝑮 ∙ 𝑪𝑪𝐅𝐅𝐦𝐦𝐋𝐋𝐬𝐬,𝐦𝐦𝐥𝐥𝐥𝐥)
𝑮𝑮𝑮𝑮 − 𝑹𝑹𝑮𝑮 [19] 

 

ここで、 

𝐶𝐶NaI,all: NaI(Tl)検出器における全計数率 (30 keV～2800 keV) (s−1) 

𝐶𝐶LaBr,all: LaBr3検出器における全計数率 (50 keV～700 keV) (s−1) 
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である。

ヘリコプターの機種または機体によって γ線の遮蔽効果が異なるのに付随して、RI及び GIも

ヘリコプターの機種または機体に依存すると考えられることから、使用するヘリコプターごとに

海上及び陸地で実際に取得したデータを基に RI及び GIを設定することとしている。RI及び GI

を決定するために取得したデータと両パラメータの算出結果については 8.3節に詳述する。

Fig. 8-2空気中ラドン子孫核種測定用の検出器とヘリコプターへの搭載状況

Fig. 8-3空気中のラドン子孫核種と地表面からの放射線のイメージ
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8.3. パラメータ (RI及び GI) の決定 

 

式 [19] に記載したように、ラドン弁別法の信頼性は RIとGIの設定精度に依存する。ヘリコプ

ターの遮蔽による γ線計数率の変化に付随して、これらのパラメータも変化すると考えられるた

め、東日本第 13 次モニタリングで使用したヘリコプターごとに実測データから数値を決定した。

なお、東日本第 13 次モニタリングで使用したヘリコプターは Bell412 (JA6928 及び JA412N)、

Bell430 (JA05TV) であるが、本モニタリングにおいて Bell412 (JA412N) では RI及び GIの算出に

適したデータが十分に得られなかったため、Bell412 (JA6928) と Bell412 (JA412N) のデータを混

合して Bell412に対する代表的な RI及び GIを決定することとした。 

計数率の変動による影響をなるべく低減するために、東日本第 13 次モニタリングにおいて取

得した計数率データ及び GPSデータ (緯度、経度及び飛行高度) を 40秒平均し、全計数率から宇

宙線及びヘリコプター機体に起因する γ線計数率の寄与をバックグラウンドとして減算したうえ

で RI及び GIの算出に用いた。このとき、RIについては海上でフライトしたデータの内、海抜高

度が 300 m ± 150 m (実際のフライト海抜高度が 150 m～450 m) で取得したデータのみを抽出し、

GI については陸上で取得したデータの内、対地高度が 300 m 前後 (実際のフライト対地高度が

290 m～320 m) のデータのみを抽出した。抽出したデータに対して線形回帰 (ただし、切片が 0で

あることを前提とする) を実施して得られた線形回帰式の傾き (回帰係数) を RI及び GIとする。

しかしながら、データ数が少ない、或いはばらつきが比較的大きく外れ値が含まれるデータに対

して最小二乗法による線形回帰を実施した場合、回帰係数に悪影響を及ぼすケースが過去に見ら

れた 29)。最小二乗法では実測値と予測値との二乗誤差を最小にする回帰係数を決定するため、

外れ値が生じた場合の影響が大きく、回帰係数が外れ値側に偏った値に近似されてしまうためで

ある。そこで、外れ値を含むデータに対しても適切な回帰係数を得ることを目的として、ロバス

ト回帰を試行的に導入することを検討した。本報告では、ロバスト回帰の中でも比較的単純で導

入が容易な最小絶対値法を用いることとした。最小絶対値法では実測値と予測値との絶対値誤差

を最小にする回帰係数を決定するため外れ値の影響を比較的受けにくいことが知られている。一

方で、データに外れ値が含まれない (実測値と予測値の誤差が正規分布に従う) 場合には、最小

二乗法の方が最小絶対値法よりも信頼度の高い回帰係数を与える 59)。以上のことを勘案すると、

RI 及び GI の算出に際しては、最小二乗法及び最小絶対値法による回帰係数を取得し、それぞれ

の数値がほとんど同一である場合には最小二乗法による回帰係数を用い、明らかに異なる場合に

は最小絶対値法による回帰係数を用いるのがより適切と思われる。 

RI及び GIの算出に係る NaI(Tl)検出器の計数率と LaBr3検出器の計数率の関係を Fig. 8-4及び

Fig. 8-5 に示す。両図には最小二乗法及び最小絶対値法による線形回帰で得られた近似直線と回

帰式を併記した。ここで、Fig. 8-4 については海上で取得したデータであることから、ラドン子

孫核種に起因する計数率のみが反映されていると考えられるが、ややばらつきが大きい。これは

大気中ラドン子孫核種の分布の不均一さや抽出対象とするデータの海抜高度範囲が広いことに起

因すると思われる。Bell412 (JA6928及び JA412N) のケース (Fig. 8-4 (右) ) に注目してみると、最

小二乗法の場合では NaI(Tl)検出器の計数率の大きな領域のデータによる影響を受けて傾きが大

きくなっているのに対し、最小絶対値法の場合では当該データの影響を緩和して傾きの増加を抑
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えることができている。また、Fig. 8-5の GIの場合はデータ数が多く、かつ外れ値が生じていな

いため、最小二乗法と最小絶対値法とで回帰係数にほとんど違いは生じなかった。なお、上記し

たように、本図のデータは陸上で取得したものであり、実環境中においてラドン子孫核種による

影響が含まれないデータを取得することは困難であることから、GI にはラドン子孫核種の影響

がある程度含まれていることに留意する必要がある。 

Fig. 8-4における Bell412 (JA6928及び JA412N) のケースで外れ値の影響をうまく緩和して回帰

係数を算出でき、それ以外では最小二乗法と最小絶対値法とで回帰係数がほとんど同一であった。

本報告では簡単のため、以降の解析に使用する RI及び GIは、いずれのヘリコプターに対しても、

最小絶対値法により得られた数値に統一した。なお、当該パラメータを用いた場合の解析結果と

最小二乗法に基づく RI及び GIを用いた場合の解析結果との比較は 8.5節において、地上測定値

を指標として行う。 

 
Fig. 8-4 海上における NaI(Tl)検出器の計数率と LaBr3検出器の計数率の関係 

(回帰係数を RIと定義する。本報告では、最小絶対値法による回帰係数を用いた。) 

 

 
Fig. 8-5 陸上における NaI(Tl)検出器の計数率と LaBr3検出器の計数率の関係 

(回帰係数を GIと定義する。本報告では、最小絶対値法による回帰係数を用いた。)  

y = 18.2 x

y = 15.6 x

0

250

500

750

1,000

0 10 20 30 40

N
aI

(T
l)検
出
器

の
計

数
率

(s
⁻¹)

LaBr3検出器の計数率 (s⁻¹)

Bell412 (JA6928及びJA412N) RI

最小二乗法

最小絶対値法

y = 18.8 x

y = 19.1 x

0

250

500

750

1,000

0 10 20 30 40

N
aI

(T
l)検
出
器

の
計

数
率

(s
⁻¹)

LaBr3検出器の計数率 (s⁻¹)

Bell430 (JA05TV) RI
最小二乗法

最小絶対値法

y = 28.3 x

y = 28.0 x

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

9,000

0 50 100 150 200 250 300

N
aI

(T
l)検
出
器

の
計

数
率

(s
⁻¹)

LaBr3検出器の計数率 (s⁻¹)

Bell430 (JA05TV) GI
最小二乗法

最小絶対値法
y = 30.2 x

y = 30.1 x

0

1,500

3,000

4,500

6,000

7,500

9,000

0 50 100 150 200 250 300

N
aI

(T
l)検
出
器

の
計

数
率

(s
⁻¹)

LaBr3検出器の計数率 (s⁻¹)

Bell412 (JA6928及びJA412N) GI

最小二乗法

最小絶対値法

- 125 -

JAEA-Technology 2023-027



 

8.4. GIの高度補正方法 

 

GIについては、2015年度 (平成 27年度) に実施した予備的な調査により、対地高度に依存して

数値が変化することが分かっている。しかしながら、実環境中ではラドン子孫核種の寄与がない

データを取得することは不可能である。そこで、2017年度 (平成 29年度) に計算シミュレーショ

ンにより実際の測定体系を模擬し、GI の高度補正手法について検討した 20)。以下では、その検

討内容について簡単に記述する。 

当該シミュレーションに用いた計算コードは、モンテカルロ計算コードの一種である電磁カス

ケードモンテカルロコード EGS538)であり、ヘリコプター内の検出器の体系が簡易的に Fig. 8-6の

ように模擬された。計算体系の妥当性については、正面及び横の周辺からの点線源を模擬した場

合の検出器のレスポンス計算値と、実際に有人のヘリコプターに NaI(Tl)検出器を搭載した状態

で、点線源 (Cs-137) を照射することによって求めた検出器のレスポンス計算値の比較結果がベン

チマークとなった (Fig. 8-7)。一部値が外れている部分は、計算体系で考慮していない局所的な構

造物が影響していると考えられるが、全体として構築した体系は検出器のレスポンスを再現する

のに十分な精度を有すると思われる。当該計算体系に対し、地上の無限平板線源を模擬し、距離

を変化させることにより GIと測定高度 (300 m、450 m及び 600 m) との関係が計算により評価さ

れた。線源の模擬体系には、以下の条件が設定された。なお、土壌中の天然放射性核種濃度は全

国の地上測定結果の平均値 60)が採用された。 

・ 空気 (1 km × 1 km × 1.3 km) と土壌 (深さ 1 m、 密度 ρ：1.6 g/cm3) 

・ 山等の地表面の凹凸を再現せずに地面は平坦である。 

・ 地面中の自然放射性核種 (U系列、Th系列、K-40) は水平方向及び深さ方向に一様分布する。 

・ 地面中の人工放射性核種 (Cs-134、Cs-137) は表層から深さ方向に指数関数的な分布 (重量緩衝

深度 β = 3 g/cm2) をする。 

・ 土壌中の天然放射性核種濃度はそれぞれ、K-40：500 Bq/kg、U 系列：20 Bq/kg、Th 系列：10 

Bq/kg、Cs-134：50 kBq/m2、Cs-137：200 kBq/m2である。 

検出器と線源の距離 (測定高度) に対する GIの計算結果を Fig. 8-8に示す。このように測定高

度と GIは正の相関関係にあることが見出された。 

本報告において、Fig. 8-8に示した回帰直線の傾きを (0.0333) を GIの高度補正係数として採用

し、式 [20] に基づいて各測定高度で取得したデータに対して高度補正を施した GIを用いた。 

 

𝑩𝑩𝑰𝑰𝐜𝐜𝐜𝐜𝐚𝐚𝐚𝐚 = 𝟕𝟕.𝟕𝟕𝟑𝟑𝟑𝟑𝟑𝟑 × (𝑯𝑯𝐦𝐦 −𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬) + 𝑩𝑩𝑰𝑰 [𝟐𝟐𝟕𝟕] 
 

ここで、𝐵𝐵𝐼𝐼corrは高度補正後の GI、𝐻𝐻mは測定時における対地高度 (m)、𝐻𝐻stdは基準対地高度 

(300 m)、GIは高度補正前の GIである。 
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Fig. 8-6 計算体系のイメージ 20) 

 
Fig. 8-7 計算体系のベンチマーク 20) 

(計算結果と実測結果の比) 

 

 

Fig. 8-8 シミュレーションによる測定高度と GIの関係 20) 

  

G
I
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8.5. 東日本第 13次モニタリングのデータへの適用 

 

ラドン弁別手法は、大気中のラドン子孫核種の計数率と地上からの計数率が拮抗している場所

に効果的であり、放射性 Cs の影響が大きな地域では大気中のラドン子孫核種の影響はほとんど

無視できる。よって、本手法は放射性 Csの影響が大きい福島原子力発電所から 80 km圏内を測

定する第 17次モニタリングには適用せず、東日本第 13次モニタリングにのみ適用した。なお、

今までの経験則から GI を実測データに基づく数値よりも 1 程度小さく設定した方が、空間線量

率の計算値が地上測定値とよく整合するという知見が得られている。これに再現性があるかを検

証するために、Fig. 8-5に示した最小絶対値法に基づく GIを基準値とし、この基準値から 1及び

2を減じた場合についても解析を実施した。すなわち、Bell412 (JA6928及び JA412N) では 30.1、

Bell430 (JA05TV) では 28.0を GIの基準値とし、それぞれの GIを 29.1及び 28.1、27.0及び 26.0

とした場合についても解析し、それぞれの場合で空間線量率マップを作成した。空間線量率の換

算値を地上測定値 300点と比較し、その妥当性を検証した。なお、Fig. 8-4及び Fig. 8-5に示した

最小二乗法に基づく RI及び GIを用いた場合についても解析を実施した。この時、上記したよう

に最小二乗法における GIの基準値を定め、この基準値から 1及び 2減じた場合の空間線量率の

計算値についても、地上測定値と比較した。 

Fig. 8-9にラドン弁別手法を適用した東日本第 13次モニタリングの空間線量率マップを示す。

本図には比較のため、標準的解析手法による空間線量率マップ (Fig. 5-5で示したものと同一であ

る) も示した。標準的解析手法によるマップと比べ、ラドン弁別手法によるマップの方が 0.1 

µSv/h～0.2 µSv/h の分布面積が大きくなり、また、ラドン弁別手法による空間線量率の計算値は

GIを基準値から減じるほど全体的に大きくなる傾向にあった。 

ここで、ラドン子孫核種の影響の大きい地域について考察するために、空気中のラドン子孫核

種由来の計数率のマップを作成した (Fig. 8-10)。本マップはラドン弁別手法の過程で計算した

NaI(Tl)検出器における空気中ラドン子孫核種由来の計数率をマッピングしたものである。この

計数率はNaI(Tl)検出器における全計数率から、式 [19] により算出したCNaI,gを減算し求めたもの

である。測定日時が場所により異なるため、空気中ラドン子孫核種由来の計数率は離散的である。

ラドン子孫核種由来の計数率が高く算出されたのは、奥羽山脈や越後山脈から関東山地に渡る山

岳部等、標高の比較的高い場所であった。一方、標高の低い仙台平野や関東平野ではほとんど計

数されなかった。ラドン子孫核種の起源としては中国大陸からの大気輸送と測定地近傍における

地殻からの放出が考えられ、前者の影響は特に日本海側の冬季に大きくなる傾向にある 61)。一

方、東日本第 13次モニタリングの測定時期は 9月 13日～10月 21日であったことから、中国大

陸からの大気輸送による影響は冬季に見られるレベルに比して小さいと思われ、測定地近傍にお

ける地殻由来のものの時間変化は小さく、前者より支配的な影響力を持つと推察される。さらに、

本結果はラドン子孫核種に起因する計数率が比較的高く算出された標高の高いエリアでは花崗岩

がある程度大きな岩体として分布していること、及び平野部では花崗岩体が極狭小であるか、ま

たはほとんど分布しておらず、段丘堆積物や海岸平野堆積物が主体であること 62)と矛盾しない。

なお、標準的解析手法では、BG フライトにより得られた計数率をバックグラウンドとして減算

しているが、その中にはラドン子孫核種由来の計数率も含まれており、ある程度正確にラドン子
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孫核種の影響が差し引かれていると思われる。BG フライトで取得したデータを用いた場合とラ

ドン弁別手法を用いた場合とで、全計数率から減算されるバックグラウンド計数率の値がどのよ

うに異なるかについては次節で比較する。 

ラドン弁別手法で作成した空間線量率マップの妥当性を評価するために、地上測定値 300点と

の比較を行った。最小絶対値法に基づく RI及び GIを用いた場合の比較結果を Fig. 8-11に示す。

散布図においては回帰直線の傾きが標準的解析手法で 1.08、ラドン弁別手法では 1.22～1.27とな

った。また、ラドン弁別手法においては GI を減じるほどに回帰直線の傾きが大きくなった。こ

れは Fig. 8-9で見られた通り、GIを減じることで航空機モニタリングによる空間線量率の計算値

が上昇することに起因すると思われる。また、ファクター2 に収まるプロットの数に着目すると、

標準的解析手法では 93 % (全 300点中 279点) であったのに対し、ラドン弁別手法では GIを基準

値とした場合で 93 % (全 300点中 278点)、GIを基準値から 1減じた場合で 93 % (全 300点中 279

点)、GIを 2減じた場合で 94 % (全 300点中 281点) と僅かながら増加する傾向が見られた。相対

誤差の平均値及び中央値については、標準的解析手法が最も 0に近く、一見するとラドン弁別手

法よりも地上測定値の再現性が良いように思われる。また、ラドン弁別手法を適用した場合にお

いては、GI を減じずに基準値のままとした場合に最も相対誤差の平均値及び中央値が 0 に近か

った。ヒストグラムの頻度分布に注目すると、標準的解析手法では、4.11節にも記載したように

山間部の航空機モニタリングデータと地上測定値が整合せず、弱いながらも多峰性が見られた。

一方、ラドン弁別手法については、0.15～0.20 付近をピークとする概ね左右対称で単峰的な分布

であり、地上測定値よりも空間線量率を全体的に 1.2倍程度過大評価する傾向が見られた。 

次に、RI 及び GI の算出方法の違いがラドン弁別手法における空間線量率の計算値に及ぼす影

響を見るため、最小二乗法に基づく RI及び GIを用いた場合の比較結果を Fig. 8-12に示す。散布

図については最小絶対値法の場合に比較して回帰直線の傾きが 1.00に近く、ファクター2に収ま

るプロットの数については、GI を基準値とした場合及び GI を基準値から 1 減じた場合で 94 % 

(全 300点中 282点)、GIを 2減じた場合で 94 % (全 300点中 281点) となり、絶対最小値法の場合

よりも全体的に収まりが僅かながら良い。相対誤差のヒストグラムについては、GI を基準値よ

り 1減じたときに平均値及び中央値が最も 0に近くなり、最小絶対値法の場合よりも僅かながら

相対誤差が小さくなった。 

以上をまとめると、ラドン弁別手法において従来用いてきた最小二乗法に基づいて算出した

RI及び GIによる解析を行った場合、GIを基準値から 1減じたときに地上測定値との相対誤差が

最小化されやすい傾向にあるという結果は、今までの経験則と同様であった。一方で、最小絶対

値法に基づく RI及び GIを用いた場合は、GIを基準値とした場合に地上測定値との相対誤差が最

小となった。このことから、外れ値が生じた場合には、最小絶対値法のようなロバストな回帰手

法により、外れ値の影響を緩和して算出される RI及び GIを用いれば、GIを人為的に変化させる

必要なく、ラドン弁別手法における空間線量率のより良い計算値が得られる見込みが得られつつ

ある。現状では、ラドン弁別手法による空間線量率の計算値と地上測定値との相対誤差のピーク

が 0.20 前後であることから、地上測定値に対してやや過大評価する傾向にある。この過大評価

傾向を解消するため、ラドン弁別手法においては RI及び GIの算出方法について、今後も知見を

蓄積し、更なる改良に向けた検討を行っていく必要がある。例えば、最小絶対値法や最小二乗法
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では縦軸データまたは横軸データ (本報告ではそれぞれ、NaI(Tl)検出器の計数率または LaBr3検

出器の計数率) のどちらか一方にのみ誤差が含まれるという仮定の下に回帰係数を求めるため、

RI 及び GI を求めるには適切な回帰アルゴリズムであるとは言い難い。そこで、縦軸データ及び

横軸データの両方に誤差が含まれることを考慮した回帰アルゴリズムである最小距離二乗法を取

り入れ、これとロバスト回帰とを組み合わせることで、RI 及び GI の算出方法の改良を検討した

い。 
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Fig. 8-9 ラドン弁別手法適用前後の東日本第 13次モニタリングの空間線量率マップ 

 (背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

GI
Bell412 (JA6928及び
JA412N) : 30.1
Bell430 (JA05TV) : 28.0

標準的解析手法

GI
Bell412 (JA6928及び
JA412N) : 29.1
Bell430 (JA05TV) : 27.0

GI
Bell412 (JA6928及び
JA412N) : 28.1
Bell430 (JA05TV) : 26.0
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Fig. 8-10 東日本第 13次モニタリングの測定結果から計算した空気中ラドン子孫核種の計数率マ

ップ 

(背景地図は、ESRIジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  

GI
Bell412 (JA6928及び
JA412N) : 30.1
Bell430 (JA05TV) : 28.0
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Bell430 (JA05TV) : 26.0

GI
Bell412 (JA6928及び
JA412N) : 30.1
Bell430 (JA05TV) : 28.0
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Fig. 8-11 ラドン弁別手法適用前後の空間線量率と地上測定値との比較 

(最小絶対値法による RI及び GIを用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 8-11 ラドン弁別手法適用前後の空間線量率と地上測定値との比較 

(最小絶対値法による RI及び GIを用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 8-12 ラドン弁別手法適用後の空間線量率と地上測定値との比較 

(最小二乗法による RI及び GIを用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム)  
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8.6. バックグラウンド計数率の比較 

 

Fig. 4-14 のフロー図に則った標準的解析手法においては、BG フライトとして対地高度約 900 

mに機体を保ち約 2分のフライトを継続して得られたデータをバックグラウンド計数率として減

算しており、ある程度正確にラドン子孫核種由来の計数率を差し引くことができていると思われ

る。ここで、標準的解析手法で用いた測定日ごとのバックグラウンド計数率と各ヘリコプターに

おける GI を基準値とした場合のラドン弁別手法で求めたバックグラウンド計数率の比較を Fig. 

8-13に示す。いずれも、標準的解析手法における BGフライトを実施した時刻及び場所で取得し

た計数率データを基に算出したものである。本図には比較のため、福島原子力発電所事故由来の

放射性 Cs が存在しないと考えられる関西電力美浜発電所並びに日本原子力発電敦賀発電所及び

四国電力伊方発電所周辺で、2022年度に実施した航空機モニタリング (美浜・敦賀 BG及び伊方

BG と表記) において、標準的解析手法に用いたバックグラウンド計数率とラドン弁別手法で求

めたバックグラウンド計数率もプロットした。東日本第 13 次モニタリングにおいては、いずれ

のヘリコプター機体についても、標準的解析手法で用いたバックグラウンド計数率よりもラドン

弁別手法で求めたバックグラウンド計数率の方が低くなる傾向にあった。例えば、Bell412 

(JA6928及び JA412N) では約 0.7倍、Bell430 (JA02AX) では約 0.9倍程度であった。このことか

ら、Fig. 8-11で見られたように、ラドン弁別手法ではバックグラウンド減算がやや不十分であり、

従って標準的解析手法よりも空間線量率が高く算出される傾向にあったことが解される。しかし

ながら、空間線量率マップの色合いが顕著に異なる程の差異に繋がるわけではない。それとは逆

に、美浜・敦賀 BGで使用した Bell430 (JA02AX) 及び伊方 BGで使用した Bell412 (JA9616) につ

いては、ラドン弁別手法で求めたバックグラウンド計数率の方が 1.7 倍及び 1.3 倍程度高くなっ

た。このように、東日本第 13次モニタリングと美浜・敦賀 BG及び伊方 BGとで、ラドン弁別手

法で求めたバックグラウンド計数率と標準的解析手法で用いたバックグラウンド計数率における

多寡の関係がほとんど真逆であった。ラドン弁別手法で求まるバックグラウンド計数率の多寡に

は、地域や季節といった要素が関与することが示唆される。 

標準的解析手法では BGフライトにより得られた計数率を、その日の測定エリア全体における

バックグラウンド計数率の代表値として扱うことから、特に、測定エリア近傍における地殻から

放出されるラドン子孫核種由来の計数率を適切に除去できない可能性が高い。一方、ラドン弁別

手法では、各測定点における全計数率から、空気中のラドン子孫核種 (遠方からの輸送及び近傍

の地殻から放出されたものを含む) に起因する計数率を切り出して除去できる点に強みがあり、

上記したような地域依存性を適切に反映した空間線量率の分布マップの作成に資するものと考え

る。よって、ラドン弁別手法の更なる高度化に係る検討を重ねていく必要がある。 
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Fig. 8-13 BGフライトで取得した計数率とラドン弁別手法で求めた空気中ラドン子孫核種由来の

計数率の比較 
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9. 本年度の成果と今後の課題 

 

本章では、2022 年度の航空機モニタリングシステムの保守点検と運用の実績及び航空機モニ

タリングにより得られた成果をまとめ、今後の課題について示す。 

・RSIシステム及び高精度 GPSシステムの保守方法について 

RSIシステムを導入してから 12年目となり、軽微な異常が何件か発生している。例えば、GPS

のエラーによるデータの未取得や RSIシステムのバグ等である。RSIシステムの保守・運用につ

いても、時間が経つにつれて必要性が増すため、メーカーを含めた保守体制作りが必要と考える。

また、検出器に使用されている NaI(Tl)結晶は吸湿性を有し、空気中で潮解することが知られて

いる。潮解による検出効率の低下時期については空気との接触状況にもよるため一概に言えない

が、検出器は購入から 12 年が経過したものもあり、現在は運用を停止しているものの、このよ

うな古い検出器の特性の変化を注視したうえで更新のタイミングを計画していく必要がある。ま

た NaI(Tl)結晶を被覆している金属性のケース内側に塗布されている酸化マグネシウム等の反射

体に、機械的な振動等が原因で局部的な片寄りが生じる場合があり、波高値及び分解能が変化す

る可能性もある。さらに、現在用いているデータ収集装置 (RS-701) の後継品 (RS-705) が RSIか

ら発売されており、将来的に RS-701に対するサポートが終了する懸念があることから、2022年

度に RS-705を 1台購入した。RS-705の機械的な特性を把握しつつ、航空機モニタリングに使用

するにあたって問題がないことを確認した上で、必要台数が揃った後に RS-701 と交換し運用を

開始する予定である。今後も航空機モニタリングを継続していく上で、RSI の最新情報を入手す

るよう努めるとともに、トラブルの予防保全のために計画的に航空機モニタリングシステムを更

新する必要がある。バッテリーについては、駆動時間等のパフォーマンスを一定レベルに維持す

るため、セル等の部品を定期的に新品に交換している。一方で、保有するバッテリー (全 6台) の

購入から 12 年が経過しようとしており、部品の交換によってだけでは解決困難なパフォーマン

ス低下が起こることも予想される。今後もバッテリーのパフォーマンスレベルの変化を注視しな

がら、内部点検等も併せた適切なメンテンスを行っていく必要がある。高精度 GPS システムに

ついては、GNSS 受信機の性能が向上してきており、複数衛星からの信号受信を行うことが可能

である。また、複数の周波数帯の信号を受信することで電離層遅延の解消が可能であり、測位誤

差の改善も成されてきている。今後も GNSS受信機に関する最新の知見を入手するよう努め、高

精度 GPS システムの更新も随時検討することが望ましい。さらに、RSI システムの GPS 測位デ

ータでなく、高精度 GPS システムの測位データをメインに使用して空間線量率マッピング等を

実施することも検討する必要がある。参考として、RSI システムの運用を開始した 2011 年度か

ら 2022年度までの RSIシステムの保守及び運用実績を Table 9-1に示す。 

・空間線量率マップや放射性 Cs沈着量マップについて 

様々なヘリコプターと RSIシステムの組み合わせごとの解析パラメータの蓄積が行われ、信頼

性の高い数値の選択が可能になってきたと判断し、各解析パラメータに固定パラメータを用いた。

航空機モニタリングで初めて使用することとなった Bell412 (JA412N) については、当該機体のト

ラブルによりキャリブレーションフライトの一部が実施できなかったため、やむを得ず Bell412

に対する固定パラメータを適用した。結果として、空間線量率マップは地上測定値ともよく整合
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し、今後も固定パラメータを用いることに大きな問題はないと考える。キャリブレーションフラ

イトは、確認及び参考データの位置付けとしつつ、今後とも実施してデータを蓄積し、現行の解

析パラメータを過信することなく、再設定を行うべきかを適宜検討することが望ましい。他方で、

Cs-137の沈着量マップについては、特に 100 kBq/m2以下の領域で可搬型 Ge検出器による地上測

定値を再現するのが困難であることが認められた。これには、航空機モニタリングにおいて、測

定範囲全域で重量緩衝深度 β = 1.0 (g/cm2) を一律に適用していることが原因の一つと考えられる

ことから、土地利用区分に応じて、より適切な βの設定値について検討するなどし、Cs-137沈着

量の計算精度の向上に取り組む必要がある。また、Cs-134 と K-40 のピークを弁別して作成した

天然放射性核種由来の放射線量率マップは、可搬型 Ge 検出器による測定で評価した天然放射性

核種由来の放射線量率とよく一致した。このことから、上記の二つの放射性核種の複合ピークを

仮定した関数適合法によって、Cs-134 が有意に存在するような地域においても、天然放射性核

種の影響の度合いを推定できることが示された。 

・地形の起伏を考慮した空間線量率の補正手法について 

航空機モニタリング解析システムに組み込んだ、地形の起伏を考慮する解析手法を 2022 年度

の航空機モニタリング結果に適用し、地上測定値を指標として、地形を平坦と仮定している従来

手法と比較を行うことで、空間線量率の計算精度向上効果について定量的評価を行った。地形の

起伏を考慮した場合、空間線量率は従来手法に比べ全体的に低く評価される傾向にあった。空間

線量率の計算結果について地上測定値との相対誤差ヒストグラムに着目した場合、従来手法に比

べて本手法では平均値及び中央値が 0に近づく等、相対誤差を小さくできることが分かった。今

後は空間線量率が特に小さく評価される傾向にある地形の特徴を明らかにし、本手法に組み込ま

れている空間線量率の補正式のブラッシュアップに繋げる等、詳細な分析を進めていきたい。 

・空気中ラドン子孫核種の弁別手法について 

第 13 次東日本モニタリングのデータにラドン弁別手法を適用した。地上測定値と比較した結

果から、当該手法は BGフライトを行ってバックグラウンドを減算する従来手法についても精度

的に劣るものでないことが分かった。ラドン弁別手法では、測定地点ごとに大気中ラドン子孫核

種の影響が除去できることから、本手法の高度化を継続していくメリットは大きい。今後も従来

手法と比較しつつデータを蓄積し、本手法で独自に使用するパラメータである RI及び GIを算出

する回帰手法のブラッシュアップを検討していく予定である。 
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Table 9-1 RSIシステムの保守及び運用実績 

 

  

システム 構成機器 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

NaI検出器 RSX-3(1)
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

NaI検出器 RSX-3(2)
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

LaBr3検出器 RSX-1
購入

運用開始
運用継続

RS-501
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

RS-701
(2台)

購入
運用開始

運用継続

RS-705
(RS-701の後継品)

1台購入

RS-705が
計4台購入
でき次第、
運用開始
予定

PDU
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

バッテリー
(3台)

購入
運用開始

修理
2台

修理
1台

修理
1台

修理
1台

運用継続
修理1台

PC/RadAssist
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

サブモニタ
購入

運用開始
運用継続

NaI検出器 RSX-3(1)
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

NaI検出器 RSX-3(2)
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

LaBr3検出器 RSX-1
購入

運用開始
運用継続

RS-501
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

RS-701
（2台)

購入
運用開始

運用継続

RS-705
(RS-701の後継品)

購入予定

PDU
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

バッテリー
(3台)

購入
運用開始

修理
2台

修理
1台

修理
1台

修理
1台

運用継続
修理1台

PC/RadAssist
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

サブモニタ
購入

運用開始
運用継続

GPSアンテナ
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

受信機
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

気圧高度計
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

タブレットPC
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

RSI 1

RSI 2

高精度
GPS
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10. まとめ 

 

2022年度 (令和 4年度) に予定された、福島原子力発電所から半径 80 km圏内の航空機モニタ

リング 1回及び 80 km圏外の航空機モニタリング 1回を実施した。福島原子力発電所事故から航

空機モニタリングが日本で実施されて 12 年目となった。福島原子力発電所事故当時には定まっ

ていなかった航空機モニタリングの測定及びデータ解析手法が円熟してきており、RSI システム

の定期的な保守及び軽微なトラブルへの対応経験並びに測定データ解析手法のノウハウが蓄積さ

れてきている。今回のモニタリング結果を過去の結果と比較し、福島原子力発電所事故の影響が

あったエリアの空間線量率及び放射性 Cs の地表面沈着量の全体的な減少傾向を把握することが

できた。 

また、測定データ解析手法の高度化に資するため、標準的解析手法をベースとした応用的デー

タ解析手法の開発を行ってきている。それら応用的解析手法の有効性を評価するため、応用的解

析手法を適用して得られた空間線量率マップと標準的解析手法によるものとの比較を実施した。

地形の起伏を考慮に入れた計算手法を第 17 次モニタリングのデータに適用し、空間線量率マッ

プの作成を行った。地形を平坦と仮定する従来手法によるものと比較したところ、地形の起伏を

考慮に入れた場合、全体的に空間線量率が低く算出されることが明らかとなった。地上測定値を

指標として、それぞれの手法の計算精度について評価したところ、地形の起伏を考慮に入れた計

算手法の方がより地上測定値に近づいたことから、当該手法が空間線量率の計算精度の向上をも

たらすことが示された。また、東日本第 13 次モニタリングのデータにラドン弁別手法を適用し

て空間線量率マップを作成した。本手法及び標準的解析手法により算出した地表面から 1 mの高

さの空間線量率と地上測定値とを比較した。標準的解析手法については山間部における空間線量

率が地上測定値に対して 2.0 倍近く過大に評価される場合が見られたが、ラドン弁別手法では測

定場所にほとんど依らず、過大評価する度合いも 1.2 倍前後に抑えることができた。ラドン弁別

手法は各測定場所における測定データに基づいてバックグラウンドを減算できる点で、標準的解

析手法よりも優れた手法であることが示唆された。上記した過大評価を解消するために、本手法

の精度に関わるパラメータである RI及び GIの算出方法の改善を図っていく予定である。 

これまで Python2系で動作していた標準的な航空機モニタリング解析システム及び応用的デー

タ解析システムを Python3系で動作するよう更新し、解析手順や注意すべき点、プログラムで自

動化が困難であり解析者判断が求められる事項とその判断基準等をマニュアルとして取りまとめ

た。本解析システムの利便化及び解析作業の更なる効率化を図るため、GUI化を今後検討したい。 
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